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税務訴訟資料 第２６０号－１１５（順号１１４７１） 

仙台地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号、同第●●号 所得税決定処分等取消請求事件 

国側当事者・国（気仙沼税務署長） 

平成２２年７月６日一部認容・控訴 

 

判 決 

第１事件原告       甲 

             （以下「原告甲」という。） 

第２事件原告       乙 

             （以下「原告乙」という。） 

上記両名訴訟代理人弁護士 小野寺 信一 

第１・第２事件被告    国 

同代表者法務大臣     千葉 景子 

処分行政庁        気仙沼税務署長 

同指定代理人       能登谷 宣仁 

同            菊池 光夫 

同            林 広光 

同            徳光 雅健 

同            鈴木 浩一 

 

主 文 

１ 処分行政庁が原告甲に対し平成１９年２月２８日付けでした平成１５年分所得税の更正処分の

うち総所得金額１９９７万１１２４円、納付すべき税額４２４万３９００円を超える部分及び過少

申告加算税賦課決定処分のうち６０万９５００円を超える部分をいずれも取り消す。 

２ 処分行政庁が原告甲に対し平成１９年２月２８日付けでした平成１６年分所得税の更正処分（た

だし、処分行政庁が平成２１年１１月１０日付けでした再更正処分により一部取り消された後のも

の）のうち総所得金額８０７万８０４９円、納付すべき税額８２万２４００円を超える部分及び過

少申告加算税賦課決定処分（ただし、処分行政庁が平成２１年１１月１０日付けでした過少申告加

算税の変更決定処分により一部取り消された後のもの）のうち９万６５００円を超える部分をいず

れも取り消す。 

３ 処分行政庁が原告甲に対し平成１９年２月２８日付けでした平成１７年分所得税の更正処分の

うち総所得金額７４３万０１７３円、納付すべき税額７０万４０００円を超える部分を取り消す。 

４ 処分行政庁が原告乙に対し平成１９年２月２８日付けでした平成１６年分所得税の更正処分（た

だし、処分行政庁が平成２１年１１月１０日付けでした再更正処分により一部取り消された後のも

の）のうち総所得金額８４５万５８９８円、納付すべき税額８５万０２００円を超える部分及び過

少申告加算税賦課決定処分（ただし、処分行政庁が平成２１年１１月１０日付けでした過少申告加

算税の変更決定処分により一部取り消された後のもの）のうち１０万１０００円を超える部分をい

ずれも取り消す。 

５ 原告らのその余の請求をいずれも棄却する。 
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６ 訴訟費用は、第１事件について生じた費用につきこれを１０分し、その８を原告甲の、その余を

被告の各負担とし、第２事件について生じた費用につきこれを１０分し、その９を原告乙の、その

余を被告の各負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 請求 

１ 第１事件 

(1) 処分行政庁が平成１９年２月２８日付けで原告甲に対してした平成１５年分の申告所得税

の更正処分のうち納付すべき税額９６００円を超える部分及び過少申告加算税賦課決定処分

をいずれも取り消す。 

(2) 処分行政庁が平成１９年２月２８日付けで原告甲に対してした平成１６年分の申告所得税

の更正処分（ただし、処分行政庁が平成２１年１１月１０日付けでした再更正処分により一部

取り消された後のもの）のうち納付すべき税額１万２１００円を超える部分及び過少申告加算

税賦課決定処分（ただし、処分行政庁が平成２１年１１月１０日付けでした変更決定処分によ

り一部取り消された後のもの）をいずれも取り消す。 

(3) 処分行政庁が平成１９年２月２８日付けで原告甲に対してした平成１７年分の申告所得税

の更正処分のうち所得税の還付の額に相当する税額１万８９７１円を超える部分及び過少申

告加算税賦課決定処分をいずれも取り消す。 

２ 第２事件 

(1) 処分行政庁が平成１９年２月２８日付けで原告乙に対してした平成１５年分の申告所得税

の更正処分のうち所得税の還付の額に相当する税額３万２０８６円を超える部分及び過少申

告加算税賦課決定処分をいずれも取り消す。 

(2) 処分行政庁が平成１９年２月２８日付けで原告乙に対してした平成１６年分の申告所得税

の更正処分（ただし、行政処分庁が平成２１年１１月１０日付けでした再更正処分により一部

取り消された後のもの）のうち納付すべき税額４３００円を超える部分及び過少申告加算税賦

課決定処分（ただし、行政処分庁が平成２１年１１月１０日付けでした変更決定処分により一

部取り消された後のもの）をいずれも取り消す。 

(3) 処分行政庁が平成１９年２月２８日付けで原告乙に対してした平成１７年分の申告所得税

の更正処分のうち所得税の還付の額に相当する税額８万３４６０円を超える部分及び過少申

告加算税賦課決定処分をいずれも取り消す。 

第２ 事案の概要等 

１ 事案の概要 

 本件は、遠洋鮪漁船を運航する外国法人であるＡ有限公司（以下「Ａ」という。）との間で乗

船契約をそれぞれ締結していた原告甲及び原告乙の給与等について、気仙沼税務署長において、

原告らに対し、それぞれ平成１５年分から平成１７年分まで所得税の更正処分（以下、原告甲に

対する各更正処分を「本件各更正処分Ａ」といい、原告乙に対する各更正処分を「本件各更正処

分Ｂ」といい、両者を合わせて「本件各更正処分」という。）及び過少申告加算税賦課決定処分

（以下、原告甲に対する各賦課決定処分を「本件各賦課決定処分Ａ」といい、原告乙に対する各

賦課決定処分を「本件各賦課決定処分Ｂ」といい、両者を合わせて「本件各賦課決定処分」とい

い、本件各更正処分と合わせて「本件各処分」という。）を行ったところ、原告らが、原告らは、
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所得税法施行令（以下「施行令」という。）１５条１項１号の規定によって国内に住所を有しな

い者と推定され、所得税法（以下「法」という。）２条１項５号が定める「非居住者」に該当す

るから国内源泉所得ではない上記給与等に対して所得税を課すことは違法であり、仮に原告らが、

法２条１項３号の「居住者」に該当する場合であっても、本件各更正処分において給与収入とし

て認定された上記給与等のうち一部は給与収入ではなく、その部分も含めて給与収入と認定する

のは、原告らの給与収入を過大に認定するものであるから違法であり、本件各更正処分を前提と

してなされた本件各賦課決定処分も違法であるとして、本件各処分の取消をそれぞれ求めた事案

である。 

２ 関係法令等の定め 

(1) 居住者は、所得税を納める義務を負う（法５条１項）。 

(2) 居住者とは、国内に住所を有し、又は現在まで引き続いて１年以上居所を有する個人をい

う（法２条１項３号）。 

(3) 居住者及び非居住者の区別に関し、個人が国内に住所を有するかどうかの判定について必

要な事項は、政令で定める（法３条２項）。 

(4) 国外に居住することとなった個人が、国外において、継続して１年以上居住することを通

常必要とする職業を有することになった場合は、その者は、国内に住所を有しない者と推定す

る（施行令１５条１項１号）。 

(5) 所得税法に規定する住所とは各人の生活の本拠をいい、生活の本拠であるかどうかは客観

的事実によって判定する（所得税法基本通達（以下「基本通達」という。）２－１）。 

(6) 船舶の乗組員の住所が国内にあるかどうかは、その者の配偶者その他生計を一にする親族

の居住している地又はその者の勤務外の期間中通常滞在する地が国内にあるかどうかにより

判定するものとする（基本通達３－１）。 

３ 前提事実（別紙及びかっこ内の証拠番号について、特に記載しない場合はいずれも枝番号を含

む。以下同じ。） 

(1) 気仙沼税務署長は、原告甲及び原告乙に対し、平成１５年分、平成１６年分及び平成１７

年分の所得税につき、それぞれ平成１９年２月２８日付けで別紙１及び別紙２のとおりの本件

各更正処分及び本件各賦課決定処分を下し、本件各処分は、同年３月１日、原告甲及び原告乙

にそれぞれ通知された（甲Ａ１、２、甲Ｂ１、２）。 

(2) 原告らは、本件各処分に対し、平成１９年４月１６日付けで気仙沼税務署長に対して、そ

れぞれ異議申立てをしたが、同署長は、同年７月３日付けで同申立てをいずれも棄却し、その

各異議決定謄本は、原告甲に同年７月５日、原告乙に同年７月４日、それぞれ送付された（甲

Ａ２、３、甲Ｂ２、３）。 

(3) 原告らは、平成１９年７月２４日付けで国税不服審判所長に対して、本件各処分につき、

それぞれ審査請求をしたが、同所長は、平成２０年６月５日付けで同請求をいずれも棄却し、

その各裁決書謄本は、同年６月１１日、原告らにそれぞれ送付された（甲Ａ３、甲Ｂ３、弁論

の全趣旨）。 

(4) 気仙沼税務署長は、原告甲及び原告乙に対して、平成２１年１１月１０日付けで、別紙３

及び別紙４各記載のとおり、それぞれ平成１６年分所得税の再更正処分（以下、原告甲に対す

る再更正処分を「本件再更正処分Ａ」といい、原告乙に対する再更正処分を「本件再更正処分

Ｂ」といい、両者を合わせて「本件各再更正処分」という。）及び過少申告加算税の変更決定
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処分（以下、原告甲に対する変更決定処分を「本件変更決定処分Ａ」といい、原告乙に対する

変更決定処分を「本件変更決定処分Ｂ」といい、両者を合わせて「本件各変更決定処分」とい

う。）を行った（乙Ａ１４、乙Ｂ１６、弁論の全趣旨）。 

(5) 原告らが「居住者」（法５条１項、２条１項３号）に該当した場合の平成１５年分から平成

１７年分までの雑所得及び一時所得並びに所得控除は、別紙５の該当箇所に記載されていると

おりである（甲Ａ１、甲Ｂ１、乙Ａ１から３まで、乙Ｂ１から３まで、弁論の全趣旨）。 

(6) 被告が主張する本件各処分（ただし、平成１６年分については本件各再更正処分及び本件

各変更決定処分により一部取り消された後のもの）の適法性の根拠は別紙５記載のとおりであ

る。 

４ 争点 

(1) 原告らの「居住者」（法５条１項、２条１項３号）該当性 

(2) 原告甲の平成１５年分、平成１６年分及び平成１７年分の給与収入額 

(3) 原告乙の平成１５年分、平成１６年分及び平成１７年分の給与収入額 

５ 争点に関する当事者の主張 

(1) 争点(1)について 

ア 被告 

 原告らは、宮城県気仙沼市内に住居を有していることが明らかであり、「居住者」に該当

する。 

 法２条１項３号の「住所」は、民法２２条に規定する「住所」、すなわち「生活の本拠」

と同義であり、「生活の本拠」を判断するに当たっては、住居、職業、国内において生計を

一にする配偶者その他親族を有するか否か、資産の所在等に基づき判定されるべきであって、

船舶は単なる勤務場所に過ぎない。そして、施行令１５条の規定は、職業上等の理由から一

時的に国外に居住することとなった者の「生活の本拠地」がどこにあるかを個人的事情を考

慮した上で個々に判断することが、実務上極めて困難であること等を考慮して設けられたも

のであるから、国内に住所を有することが明らかな個人については適用はない。 

 なお、日本と台湾との間では租税条約を締結していないから、租税条約の実施に伴う所得

税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律６条の規定の適用により、日本の課税上

非居住者として取り扱われることはない。 

イ 原告ら 

 原告らは、それぞれＡとの間で鮪延縄漁業の操業を目的とする乗船契約を締結し、平成１

８年８月までの間、漁労長兼船長として働いていた者であり、１年の大半を日本国外で生活

していたのであるから、いずれも施行令１５条１項の「その者が国外において、継続して１

年以上居住することを通常必要とする職業を有する者」に該当し、国内に住所を有しない者

と推定されるから、所得税を納める義務を負う「居住者」（法５条１項、２条１項３号）に

は該当しない。また、原告らのように１年の大部分を船舶で過ごす船員について、職住一体

となっている船員の特殊性に照らせば、船舶は勤務場所であると同時に住所というべきであ

る。 

(2) 争点(2)について 

ア 被告 

(ア) 原告甲の平成１５年分、平成１６年分及び平成１７年分の各給与収入額を計算すると、
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別紙５添付２－１から３まで記載の各「被告主張額」又は「本件再処分Ａ」欄の「合計」

欄記載の金額となり、原告甲の給与収入額は、平成１５年分は２１５８万３２２５円、平

成１６年分は９６０万円、平成１７年分は９１５万円である。個別に給与収入か否かが問

題となっている金員は、以下のとおりである。 

(イ) 原告甲名義の預金口座に①平成１５年３月１８日に振込入金された１００万円、②平

成１６年７月６日に振込入金された１２５万９９５１円、③原告甲が平成１７年１０月６

日に現金で受け取った１４３万６３１４円（以下、上記①から③を「甲給料精算金①から

③」という。）については、いずれも給与収入というべきである。すなわち、原告甲とＡ

との間では、航海中、本来船員負担となる嗜好品等に係る費用を立て替えるとともに、月

固定給のうち１０万円を船員に支払わず留保し（以下「留保金」という。）、船員が下船す

る際に、留保金とＡが船員のために立て替えた金員とを相殺して、なお留保金に残額があ

る場合に、船員に対してこれを振込又は現金で支払う処理を行っていた（以下、この際支

払われる金員を「給料精算金」という。）。 

 上記①から③の各金員について、Ａが平成１５年３月１５日付け、平成１６年７月１日

付け、平成１７年１０月１日付けで送付したＢに対して振込を指示するためのＦＡＸに

「薪水結餘預支」（給料精算金前払）又は「薪水結餘」（給料精算金）とそれぞれ記載され

ていたのであるから、上記①から③までの各金員が給料精算金であること、上記①から③

までの各金員が支払われた時期の直前の航海に対応する給料精算金であることは明らか

である。 

 そして、下船直後に支払われる給料精算金の原資は、一つの航海を終えて日本に入国し

た月から次の航海を終えて日本へ入国した月の前月までの毎月の月固定給の留保金とみ

るのが合理的であり、上記①から③が給料精算金であることに照らすと本件各係争年分を

通じて毎月１０万円の留保金が存在したというべきである。また、上記①から③までの各

金員は、Ａが原告甲のために立て替えた金員を相殺した後の月固定給の後払いであること

からすると、給与収入としては、本来、Ａが原告甲のために立て替えた金員を相殺する前

の金額を認定すべきであるから、平成１５年分から平成１７年分までそれぞれ１２０万円

（月額１０万円）を給与収入として認定すべきである。 

イ 原告甲 

(ア) 原告甲の平成１５年分の給与収入額は２０６８万３２２５円、平成１６年分の給与収

入額は８４０万円、平成１７年分の給与収入額は７９５万円である。 

(イ) ①及び②の各金員は、「Ａが販売し、その販売代金の分配は船頭（漁労長）に一任す

る」との契約に基づき、１航海ごとに精算されて船員に分配されるべき操業中の副次物漁

獲物（ふかひれ等）の売上金である。原告甲は、同売上金を会社から預かり現地の担当者

に手渡したに過ぎず、いずれも原告甲の給与収入として認定すべきではない。③の金員は、

給料精算金ではあるが、平成１５年３月まで月固定給から天引きされていた月１０万円の

留保金に係る精算金である。原告甲は、平成１５年３月までは月１０万円を留保金として

いたが、平成１５年４月以降は留保金を止めたのであり、給料精算金も存在しない。 

(3) 争点(3)について 

ア 被告 

(ア) 原告乙の平成１５年分、平成１６年分及び平成１７年分の各給与収入額を計算すると、
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別紙５添付４－１から３までの各「被告主張額」又は「本件再処分Ｂ」欄の「合計」欄記

載の金額であるから、原告乙の給与収入額は、平成１５年分は２２１７万２９０８円、平

成１６年分は９６０万円、平成１７年分は８７０万円である。個別に給与収入か否かが問

題となっている金員については、以下のとおりである。 

(イ) 原告乙名義の預金口座に振り込まれた①平成１５年８月１４日振込分４４９万５５

０２円、②平成１５年８月１８日振込分４４９万６２５０円、③平成１５年８月２０日振

込分４１８万１１５６円の各金員（以下、上記①から③を「乙漁獲奨励金①から③」とい

う。）については、いずれも給与収入というべきである。すなわち、上記①から③までの

各金員は、金融機関における送金名目が「船員給与」、「給与の受取」又は「給料」とされ、

漁獲奨励金の振込が金融機関三行にそれぞれ分割して振り込まれ、そのうち２口が同額に

なるなど原告甲が受領した漁獲奨励金と支払時期及び方法において酷似していること、借

入証明書の記載金額が不自然であることなどからすると、漁獲奨励金というべきである。

そして、原告乙とＡとの間の乗船契約において、漁獲奨励金は、報酬とされているのであ

るから、上記①から③の各金員は、平成１５年分の給与収入として認定すべきである。 

(ウ) ①平成１５年６月１５日付け領収書に係る１３０万８０７９円、②平成１６年１０月

２７日原告乙名義の預金口座に振り込まれた１０５万１５２７円、③平成１７年１０月６

日付け領収書に係る９７万８５５０円（以下、上記①から③を「乙給料精算金①から③」

という。）は、いずれも給与収入というべきである。すなわち、上記①から③までの各金

員については、ＡがＢに対して支払を指示するファクシミリ文書において「薪水結餘」（給

料精算金）と記載されており、Ｂが作成した「乙様支給明細書」においても「精算」との

記載がされていたのであるから、給料精算金であることは明らかである。 

 そして、原告乙に対して、下船直後に支払われる給料精算金の原資は、一つの航海を終

えて日本に入国した月から次の航海を終えて日本へ入国した月の前月までの毎月の月固

定給の留保金とみるのが合理的であり、上記①から③が給料精算金であることに照らすと

本件各係争年分を通じて毎月１０万円の留保金が存在したというべきである。また、上記

①から③までの各金員は、Ａが原告乙のために立て替えた金員を相殺した後の月固定給の

後払いであることからすると、給与収入としては、本来、Ａが原告乙のために立て替えた

金員を相殺する前の金額を認定すべきであるから、平成１５年分から平成１７年分までそ

れぞれ１２０万円（月額１０万円）を給与収入として認定すべきである。 

イ 原告乙 

(ア) 原告乙の平成１５年分の給与収入額は８６６万１６１５円、平成１６年分の給与収入

額は８６１万０３０６円、平成１７年分の給与収入額は８５９万５７１０円である。 

(イ) 乙漁獲奨励金①から③については、原告乙が、自宅の新築資金としてＡから借り入れ

たものであって、漁獲奨励金ではない。 

 すなわち、平成１４年１１月に始まった３年契約の２年目の平成１５年８月に漁獲奨励

金が支払われるはずがないだけでなく、これらの金員が借入金であることは、平成１５年

８月２２日付けＡ作成の借入証明書や原告乙が月固定給の中から返済を続けていること

からも明らかである。また、漁獲奨励金であれば、Ａの日本の子会社であるＢ経由で送金

されるのが通常であるところ、前記各金員は、Ａから直接送金されているのである。これ

らの事実に照らせば、上記①から③の各金員は、漁獲奨励金ではないことは明らかであっ
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て、給与収入として認定すべきではない。 

(ウ) 乙給料精算金①から③は、「Ａが販売し、その販売代金の分配は船頭（漁労長）に一

任する」との契約に基づき、１航海ごとに精算されて船員に分配されるべき操業中の副次

物漁獲物（ふかひれ等）の売上金であって、給料精算金ではない。原告乙は、現地駐在員

とともに乗組員への分配額を決めており、原告乙の取り分は２割程度であるから、その限

度で給与収入として認めるべきである。原告乙は、留保金は、平成１５年６月までは月１

０万円を留保金としていたが、平成１５年７月以降は留保金を止めていたのであり、給料

精算金も存在しない。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 争点(1)について 

(1) 証拠（乙Ａ１から６まで、１１から１３まで、乙Ｂ１から６まで、９から１１まで）及び

弁論の全趣旨によれば、以下の事実が認められ、この認定を覆すに足りる的確な証拠はない。 

ア 原告甲について 

(ア) 原告甲は、昭和１５年７月５日に出生し、同日、出生届が提出された以降、少なくと

も平成１８年１０月１１日まで、宮城県気仙沼市（以下「原告甲肩書地」という。）を住

所としてＪ町役場（現在の気仙沼市役所、以下同じ。）に住民登録をし、原告甲の配偶者

丙（以下「配偶者丙」という。）も、昭和４０年８月２８日以降、少なくとも平成１８年

１０月１１日まで、原告甲肩書地を住所としてＪ町役場に住民登録し、居住していた（乙

Ａ５、弁論の全趣旨）。 

(イ) 原告甲は、昭和４４年２月、原告甲肩書地の土地（宅地）に木造セメント瓦・亜鉛メ

ッキ鋼板葺２階建の居宅を新築するとともに、同４８年８月、同宅地を贈与により取得し、

これらの土地建物を所有している（乙Ａ４の１、２、弁論の全趣旨）。 

(ウ) 原告甲は、日本に帰国している期間は、前記(イ)の居宅で配偶者丙と同居していた（弁

論の全趣旨）。 

(エ) 原告甲は、株式会社Ｃ銀行気仙沼支店（以下「Ｃ銀行」という。）、株式会社Ｄ銀行気

仙沼支店（以下「Ｄ銀行」という。）及びＥ信用金庫本店（以下「Ｅ信用金庫」という。）

にそれぞれ原告甲名義の普通預金口座を有している（乙Ａ１の４、１１から１３まで、弁

論の全趣旨）。 

(オ) 原告甲は、平成１７年１１月４日、株式会社Ｆ銀行気仙沼支店（以下「Ｆ銀行」とい

う。）に対して、定期預金の申込みを行った（乙Ａ６）。 

(カ) 原告甲は、前記(ア)の住民登録地において、国民健康保険に加入し、公共料金を支払

っている（乙Ａ１の２、２の２、３の２、弁論の全趣旨）。 

イ 原告乙について 

(ア) 原告乙及び同人の配偶者である丁（以下「配偶者丁」という。）は、いずれも昭和５

９年１２月９日以降、現在に至るまで、宮城県気仙沼市（以下「原告乙肩書地」という。）

を住所として、気仙沼市役所に住民登録し、配偶者丁は、同地に居住している（乙Ｂ５、

弁論の全趣旨）。 

(イ) 原告乙は、昭和５９年１１月２４日、宮城県気仙沼市の土地（宅地）の所有権を取得

した後、平成１６年７月２１日、同土地上に木造瓦葺２階建の居宅を新築した（乙Ｂ４、

弁論の全趣旨）。 
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(ウ) 原告乙は、平成１５年９月１日、Ｇ金融公庫に対して、居宅建築のため融資１６００

万円を、財団法人Ｈ保証協会に対して、上記融資につき保証委託契約をそれぞれ申し込み、

上記融資１６００円の担保として前記(イ)の土地、居宅に債務者を原告乙、抵当権者をＧ

金融公庫とする抵当権を設定した（乙Ｂ４、６、７）。 

(エ) 原告乙は、日本に帰国している期間は、前記(イ)の居宅で配偶者と同居する生活をし

ている（弁論の全趣旨）。 

(オ) 原告乙は、Ｃ銀行、Ｄ銀行及びＦ銀行にそれぞれ原告乙名義の普通預金口座を有して

いる（乙Ｂ９、１０、１１、弁論の全趣旨）。 

(カ) 原告乙は、前記(ア)の住民登録地において国民健康保険に加入し、公共料金を支払っ

ている（乙Ｂ１の２、２の２、３の２、弁論の全趣旨）。 

(2) 法２条１項３号は、「居住者」を「国内に住所を有し、又は現在まで引き続いて１年以上居

所を有する個人」と定めているが、ここでいう「住所」とは、民法２２条にいう「住所」、す

なわち各人の生活の本拠を指すものと解するのが相当である。そして、当該場所が、生活の本

拠に該当するか否かを検討するにあたっては、租税法律関係が多数人を対象として画一的に処

理されるべき性質を有することも勘案すれば、客観的に生活の本拠たる実体を具備しているか

否かにより判断すべきであって、具体的には、住居、職業、国内において生計を一にする配偶

者その他の親族を有するか否か、資産の所在等を総合的に考慮して判断するのが相当である。 

(3)ア 原告甲の住所について 

 前記(1)アに認定の事実及び弁論の全趣旨によれば、原告甲は約６６年間、配偶者丙は約

２５年間という長期間にわたって原告甲肩書地に住民登録を有していたこと、配偶者丙は、

同所に居住しており、原告甲も、日本に帰国している期間中は同所で配偶者丙と同居してい

たこと、原告甲が、原告甲肩書地に所在する土地及び居宅を所有していること、原告甲名義

の普通預金口座を有しているＣ銀行、Ｄ銀行及びＥ信用金庫はそれぞれ原告甲肩書地と近接

した場所にあること、原告甲は、平成１７年１１月４日、Ｆ銀行に対して、定期預金の申し

込みをするなど重要な法律行為を行っていたこと、住民登録地で国民健康保険に加入し、公

共料金を支払っていたなど公共サービスを受けうる立場にあったことがそれぞれ認められ

る。これらの事情を総合考慮すれば、原告甲肩書地は、客観的に、原告甲の生活の本拠たる

実体を具備しているということができるから、同原告の住所は原告甲肩書地であるというべ

きである。したがって、原告甲は、国内に住所を有する者、すなわち法２条１項３号の「居

住者」であると認められ、そのほか全証拠を精査してもこの認定を覆すに足りる的確な証拠

はない。 

 イ 原告乙の住所について 

 前記(1)イに認定の事実によれば、原告乙及び配偶者丁は、約２６年間という長期間にわ

たって原告乙肩書地に住民登録を有しており、配偶者丁は、同所に居住し、原告乙も、日本

に帰国している期間中は、同所で配偶者と同居していたこと、前記(1)イ(ア)の所在地に土

地（宅地）及び居宅をそれぞれ所有していること、原告乙名義の普通預金口座があるＣ銀行、

Ｄ銀行及びＦ銀行は、それぞれ本件原告乙肩書地と近接した場所にあること、原告乙が、居

宅建築の融資や保証委託契約の申し入れ、抵当権の設定契約など重要な法律行為を行ってい

たこと、前記住民登録地で国民健康保険に加入しており、公共料金を支払っていたなど公共

サービスを受けうる立場にあったことが認められる。これらの事情を総合考慮すれば、本件
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原告乙肩書地は、客観的に、原告乙の生活の本拠たる実体を具備しているということができ

るから、同原告の住所地は原告乙肩書地であるというべきである。したがって、原告乙は、

国内に住所を有する者、すなわち法２条１項３号の「居住者」であると認められ、そのほか

全証拠を精査してもこの認定を覆すに足りる的確な証拠はない。 

 ウ この点につき、原告らは、Ａとの間で乗船契約を締結し、１年のほとんどを日本国外で

過ごしているのであるから、乗船する船舶は、船員にとって住所であり、施行令１５条１項

によって、非居住者に該当する旨主張する。 

 しかし、施行令１５条の規定は、国内に住所を有するとすべきか否かが明確ではない個人

について適用される推定規定にすぎないと解され、「住所」が明らかである個人には適用さ

れないというべきであるところ、本件において、原告らの住所地は原告ら肩書地にあり、船

舶が単なる勤務場所にすぎないことは前示のとおりであって、この事実に照らせば、前記船

舶を住所と解することはできない。 

 また、原告らは、台湾に所得税の納付をしていたので課税されない旨主張するようである

が、本件全証拠を検討しても、平成１５年分から平成１７年分につき、原告らが台湾に所得

税を納付していたことを認めるに足りる的確な証拠はない。 

 したがって、原告らの上記主張はいずれも採用できない。 

２ 争点(2)について 

(1) 証拠（甲Ａ２から４まで、乙共７、９、乙Ａ７から１６まで、原告甲本人）及び弁論の全

趣旨によれば、以下の事実が認められ、この認定を覆すに足りる的確な証拠はない。 

ア 原告甲は、平成８年６月ころ、Ａとの間で乗船契約を締結し、平成１１年１０月５日、以

下の内容の乗船契約を再締結した（乙Ａ８、原告甲本人、弁論の全趣旨）。 

(ア) 乗船する船舶 

 Ａ号 

(イ) 契約期間 

ａ 平成１１年１０月５日から約３６か月間（ただし、操業の都合により両者の合意の下、

延長又は短縮可能とする。） 

ｂ 下船は本船の水揚げ終了後とし、同時に契約満了とする。 

ｃ 両者に異議がない場合には、再契約する。 

(ウ) 報酬 

ａ 月固定給：７０万円のうち家庭送金（６０万円）で毎月２１日払い 

ｂ 漁獲奨励金：年間総水揚額が２億円以上であった場合、下記のとおり、年間総水揚額

に対して対応する割合の金員を支払う。 

２億円から２．５億円未満…１．９％ 

２．５億円から３億円未満…２．０％ 

３億円から３．３億円未満…２．１％ 

３．３億円以上………………２．２％ 

(エ) 支払 

ａ 月固定給は漁労長原告甲の要望に従う。 

ｂ 漁獲奨励金は、契約満了時点までの総漁獲物販売完了後１か月以内とする。 

(オ) その他 
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 漁労長の本船までの旅費、帰国旅費はすべてＡの負担とするものの、協定期限内の自己

都合帰国旅費はすべて漁労長負担とする。 

イ 原告甲は、Ａとの間の乗船契約につき、平成１５年４月１日、契約期間について同日から

平成１８年３月３１日までとして再契約をし、同再契約は平成１８年８月に終了した（甲Ａ

４の１、乙Ａ８、原告甲本人、弁論の全趣旨）。 

ウ Ａにおいては、航海中、本来船員負担となる嗜好品等に係る費用を立て替えるとともに、

通常、月固定給のうち１０万円を留保金とし、下船する際に精算を行い、給料精算金として

支払われることになっていた（乙共９、原告甲本人、弁論の全趣旨）。 

エ Ｂは、平成１１年５月１日、Ａとの間で、同社が所有する鮪延縄漁船に乗船する日本人乗

組員の給料支払につき、以下の内容の業務代行契約を締結した（乙共８）。 

(ア) Ａが決定した日本人乗組員の給料につき、Ｂは、毎月２１日まで、日本人乗組員名義

の銀行口座に送金する。送金時に発生する日本国内振込手数料はＢが負担する。 

(イ) 有効期間は調印日より１年間とするが、有効期間３０日前までに、両当事者のいずれ

か一方より解約の通告がない場合には、自動的に１年間延長され、それ以降も同様に取り

扱う。 

オ Ａは、Ｂに対して、平成１５年３月１５日、ＦＡＸで原告甲の給料精算金の前払いとして、

１００万円を給料振込口座に送金することを依頼した（乙Ａ９の１）。 

カ Ｃ銀行は、Ａが原告甲の漁獲奨励金として、平成１５年４月２４日、送金目的を「船員給

与」として送金した４００万円につき、原告甲名義の預金口座に３９９万５５０２円（中継

銀行における手数料２５００円及びＣ銀行における手数料１９９８円を差し引いた額）の入

金処理をし、同月２５日、同口座に３９９万５５０２円が振り込まれた（乙Ａ１１、弁論の

全趣旨）。 

キ Ｅ信用金庫は、Ａが原告甲の漁獲奨励金として、平成１５年４月２４日「生活費」として

送金した４００万円につき、原告甲名義の預金口座に３９９万５０００円（中継銀行におけ

る手数料２５００円及びＥ信用金庫における手数料２５００円を差し引いた額）の入金処理

をし、同月２５日、同口座に３９９万５０００円が振り込まれた（乙Ａ１２、弁論の全趣旨）。 

ク Ｄ銀行気仙沼支店は、Ａが原告甲の漁獲奨励金として、平成１５年４月２４日、送金目的

を「給与の受取」として送金した４２９万６７２３円につき、原告甲名義の預金口座に４２

９万２７２３円（中継銀行における手数料２５００円及びＤ銀行における手数料１５００円

を差し引いた額）の入金処理をし、同月２５日、同口座に４２９万２７２３円が振り込まれ

た（乙Ａ１３、弁論の全趣旨）。 

ケ Ａは、Ｂに対して、平成１６年７月１日、ＦＡＸで原告甲の給料精算金として、１２５万

９９５１円を給料振込口座に送金することを依頼した（乙Ａ９の２）。 

コ Ａは、Ｂに対して、平成１７年１０月１日、ＦＡＸで原告甲の給料精算金として、１４３

万６３１４円を給料振込口座に送金することを依頼した。（乙Ａ１０の１）。 

サ 原告甲は、Ｂから、別紙６Ｂから原告甲への支給明細一覧表記載の「日付」欄各記載の日

に、「金額」欄各記載の金額の送金を受け、又は現金を受領した（乙Ａ１０の２、１５、１

６、弁論の全趣旨）。 

シ 原告甲の入出国状況については、別紙７－１「平成１５年から平成１７年までの日本又は

外国における入出国の状況」及び同７－２「原告甲の乗船契約・入出国等の状況」の「日本
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への出入国欄」各記載のとおりである（甲Ａ２から４まで）。 

(2)ア 被告は、甲給与精算金①から③が平成１５年分から平成１７年分までの各給料精算金で

ある旨主張し、上記(1)に認定した事実及び弁論の全趣旨によれば、(ア) ＡがＢに対して、

ＦＡＸで上記①から③までの各金員を「給料精算金」として原告甲の給料振込口座に送金す

ることを依頼していたこと、(イ) 上記①から③の各金員が、原告甲が日本に入国した時期

に合わせて支払われていること、(ウ) Ｂの原告への支給明細において、上記①から③まで

の各金員について、「精算」と記載されていたことが認められる。 

 しかし、前記(1)に認定した事実に加え、証拠（甲Ａ４の１、乙Ａ８、１５、１６、原告

甲本人）及び弁論の全趣旨によれば、(エ) 原告甲とＡとの間の乗船契約が平成１５年４月

１日に再契約されているが、その際、月固定給の額につき増額が合意されたことをうかがわ

せる事情がないこと、(オ) 原告甲名義の預金口座に振り込まれた月固定給が、平成１５年

３月２０日までは６０万円であったが、同年４月２１日以降は、月固定給と同額である７０

万円が振り込まれていることなどが認められ、これらの事実に照らすと、平成１５年４月以

降は、Ａと原告甲の間において留保金を止めており、給料精算金も生じていなかったことが

うかがわれるのであって、上記(ア)から(ウ)までの事実をもってしても、上記①から③の各

金員が給料精算金であり、上記①から③の各金員がその支払時期直前の航海に対応する給料

精算金であるとまでは認めることはできず、そのほか本件記録を精査しても、被告の上記主

張を認めるに足りる的確な証拠はない。 

 イ したがって、上記①から③までの各金員について、これらが月固定給を後払いしたもの

と認められず、給料精算金にかかる留保金については、原告甲が自認している平成１５年３

月までの３０万円を除いてはこれを給与収入とすることはできないというべきである。 

 そうすると、原告甲の給与収入額は、別紙８－１の「総所得金額の内訳」中各年分の「給

与収入額」欄記載のとおり、平成１５年分は２０６８万３２２５円、平成１６年分は８４０

万円、平成１７年分は７９５万円というべきである。 

(3) 本件各更正処分Ａの適法性 

ア 前記認定の諸事実によれば、原告甲が納付すべき税額は以下のとおりである。 

(ア) 総所得金額 

ａ 原告甲の平成１５年分ないし平成１７年分の各給与収入額は、前記(2)で認定したと

おりであって、これらから給与所得控除（法２８条３項）をした額は、別紙８－１の「総

所得金額の内訳」中各年分の「給与所得の金額」欄記載のとおりである。また、各年分

の雑所得及び一時所得の額は、別紙８－１の「総所得金額の内訳」中各年分の「雑所得

の金額」欄及び「一時所得の金額」欄各記載の額のとおりであるから、各年分の総所得

金額は、別紙８－１の各年分の「総所得金額」欄記載の額となる。 

(イ) 所得控除額の計 

 原告甲の各年分の所得控除の合計額は、別紙８－１の各年分の「所得金額から差し引か

れる金額」中の「社会保険料控除」欄、「生命保険、損害保険料控除」欄、「配偶者控除」

欄及び「基礎控除」欄各記載の額の合計であるから、別紙８－１の各年分の「所得控除額

の計」欄記載の額となる。 

(ウ) 納付すべき税額 

 原告甲の各年分の課税総所得金額は、各年の総所得金額から所得控除額の計を控除した
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額（ただし、１０００円未満の端数は切り捨て。国税通則法（以下「通則法」という。）

１１８条１項）であるから、別紙８－１の各年分の「課税総所得金額」欄記載の額となる。

これを基に法８９条１項に規定する税額に基づいて計算すると、原告甲の所得税の額は、

別紙８－１の各年分の「算出税額」欄記載の額となる。 

 そして、これを平成１７年法律第２１号による改正前の経済社会の変化等に対応して早

急に講ずべき所得税及び法人税の負担軽減措置に関する法律（以下「負担軽減法」という。）

６条２項の規定により減額し（減額すべき額は各年ごとに別紙８－１の「定率減税額」欄

記載のとおり）、公的年金等の源泉徴収額（各年ごとに別紙８－１の「源泉徴収税額」欄

記載のとおり）を控除すると、申告納税額は、別紙８－１の各年分の「申告納税額」欄記

載の額となる。原告甲が納付すべき税額は、上記申告納税額から予定納税額（各年ごとに

別紙８－１の「予定納税額」欄記載のとおり）を控除した額（ただし、１００円未満の端

数切り捨て。通則法１１９条１項）であるから、各年ごとに、別紙８－１の「確定納税額」

中の「納付すべき税額」欄記載の額となる。 

イ 以上によれば、別表８－１のとおり、原告甲の本件係争年分に係る総所得金額及び納付す

べき税額は、平成１５年分につき、総所得金額１９９７万１１２４円、納付すべき税額４２

４万３９００円、平成１６年分につき、総所得金額８０７万８０４９円、納付すべき税額８

２万２４００円、平成１７年分につき、総所得金額７４３万０１７３円、納付すべき税額７

０万４０００円となるから、本件各更正処分Ａ（ただし、平成１６年分については、本件再

更正処分Ａによって一部取り消された後のもの）のうち、上記金額を超える部分はいずれも

違法なものとして取り消されるべきである。 

(4) 本件各賦課決定処分Ａの適法性 

ア 原告甲の本件係争年分の過少申告加算税の額は、別紙８－２の各年分の「加算税の対象と

なる税額」欄記載の額（前記(3)で認定した納付すべき税額から確定申告時における納付す

べき税額を控除した額又は還付金の額に相当する税額を加算した額（ただし、通則法１１８

条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨て。））を基礎として、これに通則法６５条１

項の規定により１００分の１０の割合を乗じて算出した額（別紙８－２の「通常分」中各年

分の「加算税の税額」欄記載の額）に、上記加算税の対象となる税額のうち５０万円を超え

る部分に相当する税額を基礎として、同条２項の規定により１００分の５を乗じて計算した

額（別紙８－２の「加重分」中各年分の「加算税の額」欄記載の額）を合計した額であるか

ら、別紙８－２の各年分の「過少申告加算税の額」欄記載の額となる。 

イ そして、本件各賦課決定処分Ａ（ただし、平成１６年分については本件変更決定処分Ａに

より一部取り消された後のもの）において、同決定処分により新たに納付すべき税額の計算

の基礎となった事実のうち、本件各更正処分Ａ（ただし、平成１６年分については本件再更

正処分Ａにより一部取り消された後のもの）前に税額の計算の基礎とされなかったことにつ

いて、通則法６５条４項に規定する正当な理由があるとは認められない。 

ウ したがって、原告甲の本件各係争年分に係る過少申告加算税の額は、別紙８－２記載のと

おり、平成１５年分につき６０万９５００円、平成１６年分につき９万６５００円、平成１

７年分につき８万３０００円となる。 

 そうすると、平成１５年分及び平成１６年分の各賦課決定処分（ただし、平成１６年分に

ついては本件変更決定処分Ａにより一部取り消された後のもの）のうち、上記各金額を超え
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る部分は違法なものとしていずれも取り消されるべきであるが、平成１７年分については、

結局、同年分の賦課決定処分における過少申告加算税の額と同じとなるから、同処分は適法

というべきである。 

３ 争点(3)について 

(1) 証拠（甲Ｂ２から４まで、６、乙共９、乙Ｂ９から１８まで）及び弁論の全趣旨によれば、

以下の事実が認められ、この認定を覆すに足りる的確な証拠はない。 

ア 原告乙は、平成８年６月１日、Ａとの間で、以下の内容の乗船契約を締結した（甲Ｂ４の

１）。 

(ア) 契約期間 

ａ 平成８年６月１日から約３６か月間（ただし、操業の都合により両者の合意の下、延

長又は短縮可能とする。） 

ｂ 下船は本船の水揚げ終了後とし、同時に契約満了とする。 

ｃ 両者に異議がない場合には、再契約する。 

(イ) 報酬 

ａ 月固定給：６０万円（家庭送金分として５０万円）で毎月２１日払い 

ｂ 漁獲奨励金：年間総水揚額が２億円以上であった場合、下記のとおり、年間総水揚額

に対して対応する割合の金員を支払う。 

２．０億円から２．５億円未満…１．９％ 

２．５億円から３．０億円未満…２．０％ 

３．０億円から３．３億円未満…２．１％ 

３．３億円以上……………………２．２％ 

(ウ) 支払 

ａ 月固定給は漁労長原告乙の要望に従う。 

ｂ 漁獲奨励金は、契約満了時点までの総漁獲物販売完了後１か月以内とする。 

(エ) その他 

 漁労長の本船までの旅費、帰国旅費はすべてＡの負担とするものの、協定期限内の自己

都合帰国旅費はすべて漁労長負担とする。 

イ 原告乙は、平成１１年１１月２日、Ａとの間で、契約期間を平成１１年１１月２日から約

３６か月間（ただし、操業の都合により両者の合意の下、延長又は短縮可能とする。）、月固

定給を７０万円（家庭送金分として６０万円）として乗船契約を再締結した（乙Ｂ１２）。 

ウ Ａは、Ｂに対して、平成１５年６月１１日、ＦＡＸで原告乙の給料精算金として、１３０

万８０７９円を給料振込口座に送金することを依頼した（乙共９、弁論の全趣旨）。 

エ Ｃ銀行は、Ａから平成１５年８月１４日「船員給与」として送金された４５０万円につき、

原告乙名義の預金口座に４４９万５５０２円（中継銀行における手数料２２５０円及びＣ銀

行における送金口受入手数料２２４８円を差し引いた金額）の入金処理をし、同月１４日、

同口座に４４９万５５０２円が振り込まれた（乙Ｂ９、弁論の全趣旨）。 

オ Ｄ銀行は、Ａから平成１５年８月１４日に「給与の受取」として送金された４５０万円に

つき、原告乙名義の預金口座に４４９万６２５０円（中継銀行における手数料２２５０円及

びＤ銀行における手数料１５００円を差し引いた金額）の入金処理をし、同月１８日、同口

座に４４９万６２５０円が振り込まれた（乙Ｂ１０、弁論の全趣旨）。 



14 

カ Ｆ銀行は、Ａから平成１５年８月１４日「給料」として送金された４１８万５７４８円に

つき、原告乙名義の預金口座に４１８万１１５６円（中継銀行における手数料２０９２円及

びＦ銀行における手数料２５００円を差し引いた金額）の入金処理をし、同月２０日、同口

座に４１８万１１５６円が振り込まれた（乙Ｂ１１、弁論の全趣旨）。 

キ 平成１５年８月２２日付けＡの証明書（以下「借入証明書」という。）が、平成２０年１

１月１１日にＦＡＸで送られており、同書面には、原告乙が、平成１５年８月、自宅新築で

資金が必要であるとしてＡから借り入れたこと、総振込金額が１３１７万２９０８円である

こと、返済方法は毎月の給料から控除することがそれぞれ記載されていた（甲Ｂ６）。 

ク Ａは、Ｂに対して、平成１６年１０月１９日、ＦＡＸで原告乙の給料精算金として、１０

５万１５２７円を給料振込口座に送金することを依頼した（乙Ｂ１３）。 

ケ Ａは、Ｂに対して、平成１７年１０月１日、ＦＡＸで原告乙の給料精算金として、９７万

８８５０円を給料振込口座に送金することを依頼した（乙Ｂ１８）。 

コ 原告乙は、Ｂから、別紙９「Ｂから原告乙への支給明細一覧表」記載の「日付」欄各記載

の日に、「金額」欄各記載の金額の送金を受け又は現金を受領した（甲Ｂ１０、乙Ｂ１４、

１７、１８、弁論の全趣旨）。 

サ 同乙の出入国の状況は、別紙１０－１「平成１５年から平成１７年までの日本又は外国に

おける入出国の状況」及び同１０－２「原告乙の乗船契約・出入国等の状況」の「日本への

出人国」欄各記載のとおりである（甲Ｂ２から４まで、弁論の全趣旨）。 

(2)ア 前記(1)の認定事実及び弁論の全趣旨によれば、原告乙名義の預金口座に振り込まれた、

乙漁獲奨励金①から③は、(ア) 金融機関における送金名目が「船員給与」、「給与の受取」

又は「給料」とされていたこと、(イ) 原告甲の場合も、金融機関における送金名目が「船

員給与」、「生活費」、「給与の受取」とされ、同原告自身も漁獲奨励金であることを認めてい

ること、(ウ) Ａからの送金時期、送金方法が原告甲に対する送金状況と類似していること

が認められ、これらの事実に照らせば、上記①から③までの各金員は漁獲奨励金であるとい

うべきである。 

 イ この点、原告乙は、上記①から③までの各金員につき、原告乙が、自宅の新築資金とし

てＡから借り入れた金員であって、漁獲奨励金ではない旨主張し、その根拠として、(ア) 

Ａからの借入証明書によって、原告乙が借り入れたことは明らかであり、原告乙は月固定給

の中から返済を続けていること、(イ) 原告乙とＡとの間の乗船契約は３年契約であり、平

成１４年１１月に始まった契約の２年目である平成１５年８月に漁獲奨励金が支払われる

はずはないこと、(ウ) 漁獲奨励金であれば、Ａの日本の子会社であるＢ経由で送金される

のが通常であるが、前記各金員は、Ａから直接送金されていることを指摘し、これに沿う証

拠（(ア)につき甲Ｂ６、１０、１３、乙Ｂ１７、原告乙本人、(イ)につき甲Ｂ４の１、乙Ｂ

１２、(ウ)につき甲Ｂ１０、乙Ｂ１５、原告乙本人）もある。 

 そこで、上記(ア)から(ウ)までの各事実について検討する。 

(ア) 上記Ａからの借入れ等に係るイ(ア)について検討する。 

ａ 前示のとおり、借入証明書には、原告乙がＡから借入れを行ったこと、Ａが原告乙名

義の３銀行の預金口座に送金したこと、総振込金額が１３１７万２９０８円であること

などが記載されており、上記金額は原告乙名義の各預金口座に振り込まれた金額の合計

額と同額であり、原告乙の供述中には、平成１５年７月中旬ころ、Ａから借入れを行う
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ために、シンガポールから日本に帰る途中にＡの本社がある台湾に寄り、Ａ本社で社長

に直接１３００万円の借入れをお願いした旨、Ａから借り入れた直後の１、２か月は給

料から天引きで１０万円くらいずつ返済していた旨の部分があり、あるいは平成１７年

１０月から毎月３０万円を返済していることに係る証拠（甲Ｂ１０、１３、乙Ｂ１７）

もある。 

ｂ しかし、前示認定事実によれば、Ａの原告乙に対する振込総額は金融機関の手数料等

を加えると１３１８万５７４８円となり（前示３(1)のエ、オ、カ）、前記借入証明書の

振込総額にかかる記載と一致しない上、原告乙に振り込まれた金額は、前記借入申込額

より１７万円余り多額であるほか、原告乙は、平成１５年６月１５日にシンガポールを

出国した後、同日に日本に入国しており、同年９月３日に日本を出国するまでは日本に

滞在し、上記①から③の各金員を借り入れるために台湾に入国した事実はないこと（甲

Ｂ３の１３、甲Ｂ４の３）も明らかである。これに加えて、上記貸付に関しては、抵当

権その他の担保権が設定された形跡はないのみならず、その返済方法に関し、原告乙の

説明が以下のとおり変遷していることが認められる。 

(a) 平成１５年９月から毎月１０万円ずつ給料の天引きによって行っていた（甲Ｂ６）。 

(b) 平成１５年９月から返済は行っておらず、平成１７年１０月から毎月３０万円ず

つ給料からの天引きによって返済していた。(a)の説明と異なった理由は、原告乙と

報告書（甲Ｂ６）を作成した税理士との連絡手段が気仙沼の連絡場所を経由するとい

う方法であったことから錯誤が生じたためである（甲Ｂ９）。 

(c) 平成１５年８月にＡから借り入れた直後の１、２か月は給料からの天引きで月１

０万円くらいずつ返済していた。返済が苦しくなったので、一度、Ａに返済を待って

もらった上で、再度、平成１７年１０月から毎月３０万円ずつ返済していた。報告書

（甲Ｂ６、９）を作成した税理士との連絡方法は、船舶電話、衛星電話を使用してい

た（原告乙本人）。 

 また、原告乙の給与支払に関し、平成１５年７月から同年１２月までの給与額が変動

しておらず、原告乙の給料から１０万円が天引きされていた形跡はない上、平成１７年

１０月２１日以降、原告甲の給与支給額が７０万円から５５万円に減額されているとこ

ろ、上記給与支給額の減額は、Ａの漁業経営が悪化したためであり、原告乙の給与支給

が減額されたのも平成１７年１０月２１日からであること（甲Ａ１５、１６、甲Ｂ１０、

乙Ｂ１７、原告甲本人）が認められ、平成１７年１０月２１日以降における原告乙の給

与支給の減額は、Ａの経営悪化のためであったことがうかがわれる。これらの諸事情に

照らして考慮すると、本項冒頭のａに掲記の証拠及び認定事実のみでは、原告乙のＡか

らの借入れ及びその返済に係る前記主張はたやすく認められず、本件記録を精査しても、

原告乙の上記主張を認めるに足りる的確な証拠はない。 

 なお、借入申込額より振込総額が多額である点につき、原告乙本人の供述中には、原

告乙がＡに対して特段の依頼はしていないが、Ａにおいて、手数料等を考えて、多めに

振り込んだ旨述べていることが認められるが、Ａにおいて、原告乙からの依頼がないに

もかかわらず、振込手数料分まで配慮して振り込むとは考えにくい上、申し入れ額を超

える金額も１７万円以上と多額であることに照らすと、上記供述部分はたやすく採用で

きない。 
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(イ) 次に、イ(イ)の契約期間との関係について検討する。 

 原告乙は、Ａとの間の乗船契約は３年契約であり、平成１４年１１月に始まった契約が、

２年目の平成１５年８月に漁獲奨励金が支払われるはずはない旨主張し、これに沿う証拠

（甲Ｂ４の１、乙Ｂ１２）もある。 

 しかし、前記認定の諸事実によれば、原告乙とＡとの間における乗船契約の契約期間は

約３６か月間とされ、操業の都合により両者の合意の下延長又は短縮可能とされていたほ

か、前記認定の諸事実及び弁論の全趣旨によれば、ａ 原告甲について、平成８年６月に

締結した乗船契約から平成１１年１０月５日に乗船契約の再契約をするまでの期間が約

４０か月（３年４か月）であったこと、ｂ 同日に締結した乗船契約の再契約から平成１

５年４月１日に乗船契約を再契約するまでの期間が約４２か月（３年６か月）であったこ

と、ｃ 同日の乗船契約の再契約から平成１８年８月に契約が終了するまでの期間が約４

１か月（３年５か月）であったこと、ｄ 原告甲とＡとの間の乗船契約が再契約されたの

は、乗船契約を締結してから３度目の航海を終えて帰国した際に締結されていることが認

められ、これらの事実に照らすと、原告甲について、Ａとの間の乗船契約の契約期間は、

契約締結日から３年間の経過で必ず終了するものではなく、乗船契約を締結した後、３度

目の航海を終えて下船した時点において終了し、その際、当事者に異議がなければ再契約

を締結するというものであったことがうかがわれる。これに加え、原告乙とＡとの間の契

約内容が、原告甲とＡとの間の契約内容とほぼ同じであったこと、原告乙においても、平

成８年６月１日に乗船契約を締結してから、平成１１年１１月２日に乗船契約を再契約す

るまでの期間が約４１か月（３年５か月）あったことなどを総合考慮すると、原告乙の乗

船契約も、原告甲と同様に契約期間は契約日から３年間で終了するものではなく、乗船契

約を締結してから３度目の航海を終えて下船した時点で終了するものであったと認めら

れ、前記(1)に認定した原告乙の入出国状況も併せ考慮すると、平成１１年１１月２日に

締結された乗船契約は、平成１５年６月１２日ころに終了したというべきであって、その

ほか全証拠を精査しても原告乙の上記主張を認めるに足りる的確な証拠はない。 

 したがって、原告乙の上記イ(イ)の主張は採用できない。 

(ウ) 前記イ(ウ)の主張について検討する。 

 原告乙は、漁獲奨励金であれば、Ａの日本の子会社であるＢ経由で送金されるのが通常

であるところ、前記各金員について、Ｂが原告乙に支給した金員の一覧表には記載がなく、

Ａから原告乙に直接送金されていることからすると、借入金であることは明らかである旨

主張し、これに沿う証拠（甲Ｂ１０、乙Ｂ９から１１まで、１７）もある。 

 しかし、前記認定の諸事実に加え、証拠（乙Ａ１５、原告甲本人）及び弁論の全趣旨に

よれば、漁獲奨励金は、Ａから直接口座に振り込まれ、Ｂを経由して支給されるものでは

ないことが認められるのであって、上記一覧表についても、Ｂから支給された金員につい

て記載がされているにすぎず、その趣旨が借入金であることをうかがわせるものではない

ことも併せて考えると、上掲各証拠のみでは原告乙の上記イ(ウ)の主張は認められず、そ

のほか本件記録を精査しても原告乙イ(ウ)の主張を認めるに足りる的確な証拠はない。 

ウ 以上によれば、原告の前記イ(ア)から(ウ)の主張は、いずれも理由がなく、①から③の各

金員は漁獲奨励金として給与収入というべきである。 

(3) 次に、被告は、乙給料精算金①から③につき、原告乙の月固定給７０万円のうち、家庭送
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金分６０万円を除き月額１０万円ずつ留保されていた金員の精算金である旨主張し、前記認定

の諸事実及び弁論の全趣旨によれば、(ア) 上記①から③までの各金員について、ＡからＢに

対して、原告乙の給料精算金として送金することが依頼されていること、(イ) 上記①から③

までの各金員が、原告乙が日本に入国した時期に合わせて支払われていること、(ウ) Ｂの原

告乙についての支給明細において、上記①から③の各金員につき「精算」と記載されているこ

とが認められる。 

 しかし、前記認定の事実及び弁論の全趣旨によれば、原告乙とＡとの間の乗船契約につき、

平成１５年６月に再契約がされ（前示(2)イ(イ)）、その際、月固定給の増額が合意された形跡

はなく、原告乙名義の口座に振り込まれた月固定給は、平成１５年６月２０日までは６０万円

であったが、同年７月１８日以降は契約上の月固定給と同額である７０万円が振り込まれてい

ることが認められ、これらの事実によれば、平成１５年７月以降は留保金を止めており、給料

精算金も生じていなかったことがうかがわれ、この事実に照らすと、上記(ア)から(ウ)までの

事実をもって上記①から③までの各金員が給料精算金であること、上記①から③までの各金員

が支払われた時期の直前の航海に対応する給料精算金であることまでは認めることはできず、

そのほか全証拠を精査しても、被告の上記主張を認めるに足りる的確な証拠はない。 

(4) 以上によれば、(2)①から③までの各金員は漁獲奨励金であると認められるから、これを給

与収入として認定すべきであるが、(3)①から③の各金員については、これを月固定給が後払

いされたものと認めることはできない。 

 もっとも、給料精算金にかかる留保金については、原告乙はが平成１５年６月までの６０万

円については給与収入であることを自認し、(3)①から③の各金員については、原告乙におい

て、操業中の副次物漁獲物（ふかひれ等）の売上金が１航海ごとに精算されて船員に分配され

るべきものであり、その２割に当たる金員は原告乙の収入であることを自認しているから、そ

の限度で給与収入と認めるべきである。 

 そうすると、原告乙の給与収入額は、別紙１１－１の「総所得金額の内訳」中各年分「給与

収入額」欄記載のとおり、平成１５年分は２１８３万４５２３円、平成１６年分は８６１万０

３０６円、平成１７年分は８５９万５７１０円であると認められる。 

(5) 本件各更正処分Ｂの適法性 

ア 前記認定の諸事実によれば、原告乙が納付すべき税額は以下のとおりである。 

(ア) 総所得金額 

 原告乙の平成１５年分から平成１７年分までの各給与収入額は、前記(4)で認定したと

おりであって、これらからそれぞれ給与所得控除（法２８条３項）をした額は、別紙１１

－１の「総所得金額の内訳」中各年分の「給与所得の金額」欄記載のとおりである。また、

各年分の雑所得は、別紙１１－１の「総所得金額の内訳」中各年分の「雑所得の金額」欄

記載の額のとおりであるから、各年分の総所得金額は、別紙１１－１の各年分の「総所得

金額」欄記載の額となる。 

(イ) 所得控除額の計 

 原告乙の各年分の所得控除の合計額は、別紙１１－１の「所得金額から差し引かれる金

額」中各年分の「医療費控除」欄、「社会保険料控除」欄、「生命保険、損害保険料控除」

欄、「配偶者控除」欄、「扶養控除」欄及び「基礎控除」欄各記載の額の合計であるから、

別紙１１－１の各年分の「所得控除額の計」欄記載の額となる。 
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(ウ) 納付すべき税額 

 原告乙の各年分の課税総所得金額は、各年の総所得金額から所得控除額の計を控除した

額（ただし、１０００円未満の端数は切り捨て。通則法１１８条１項）であるから、別紙

１１－１の各年分の「課税総所得金額」欄記載の額となる。これを基に法８９条１項に規

定する税額に基づいて計算すると、原告乙の所得税の額は、各年につき、別紙１１－１の

各年分の「算出税額」欄記載の額となる。 

 そして、これを負担軽減法６条２項の規定により減額し（減額すべき額は各年ごとに別

紙１１－１の「定率減税額」欄記載のとおり）、公的年金等の源泉徴収額（各年ごとに別

紙１１－１の「源泉徴収税額」欄記載のとおり）を控除すると、申告納税額は、各年につ

き、別紙１１－１の各年分の「申告納税額」欄記載の額となる。原告乙が納付すべき税額

は、上記申告納税額から予定納税額（各年ごとに別紙１１－１の「予定納税額」欄記載の

とおり）を控除した額（ただし、１００円未満の端数切り捨て。通則法１１９条１項）で

あるから、別紙１１－１の「確定納税額」中各年分の「納付すべき税額」欄記載の額とな

る。 

イ 以上によれば、別紙１１－１のとおり、原告乙の本件係争年分に係る総所得金額及び納付

すべき税額は、平成１５年分につき、総所得金額２０９６万０９４５円、納付すべき税額４

５１万２３３２円、平成１６年分につき、総所得金額８４５万５８９８円、納付すべき税額

８５万０２００円、平成１７年分につき、総所得金額８４４万０４６１円、納付すべき税額

７０万４３００円となるから、平成１６年分（ただし、平成１６年分については本件再更正

処分Ｂにより一部取り消された後のもの）の更正処分につき、上記の金額を超える部分は違

法なものとしていずれも取り消されるべきである。しかしながら、平成１５年分及び平成１

７年分の各更正処分については、納付すべき税額が、上記のとおり処分時に客観的に存在し

ていた税額を上回らないのであるから、平成１５年分及び平成１７年分の各更正処分はいず

れも適法というべきである。 

(6) 本件各賦課決定処分Ｂの適法性 

ア 原告乙の本件係争年分の過少申告加算税の額は、別紙１１－２の各年分の「加算税の対象

となる税額」欄記載の額（平成１５年分及び平成１７年分については各更正処分による納付

すべき税額、平成１６年分については前記(5)で認定した納付すべき税額から確定申告時に

おける納付すべき税額を控除した額あるいは還付金の額に相当する税額を加算した額（ただ

し、通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨て））を基礎として、これ

に通則法６５条１項の規定により１００分の１０の割合を乗じて算出した額（別紙１１－２

の各年分の「通常分」中「加算税の税額」欄規定の額）に、上記加算税の対象となる税額の

うち５０万円を超える部分に相当する税額を基礎として、同条２項の規定により１００分の

５を乗じて計算した金額（別紙１１－２の各年分の「加重分」中「加算税の額」欄記載の額）

を合計した額であるから、別紙８－２の各年分の「過少申告加算税の額」欄記載の額となる。 

イ そして、本件各賦課決定処分Ｂ（ただし、平成１６年分については本件変更決定Ｂにより

一部取り消された後のもの）において、同決定処分により新たに納付すべき税額の計算の基

礎となった事実のうち、本件各更正処分Ｂ（ただし、平成１６年分については本件再更正処

分Ｂにより一部取り消された後のもの）前に税額の計算の基礎とされなかったことについて、

国税通則法６５条４項に規定する正当な理由があるとは認められない。 
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ウ したがって、原告乙の本件各係争年分に係る過少申告加算税の額は、別紙１１－２のとお

り、平成１５年分につき６１万７０００円、平成１６年分につき１０万１０００円、平成１

７年分につき６万９５００円となる。 

 そうすると、平成１５年分及び平成１７年分の各賦課決定処分については、同決定処分と

上記金額とが同額であるからいずれも適法というべきであるが、平成１６年分（ただし、本

件変更決定Ｂにより一部取り消された後のもの）については、上記の金額を超える部分は違

法であるから取り消されるべきである。 

４ 以上によれば、第１事件につき、原告甲の請求は主文第１項から第３項の限度で、第２事件に

つき、原告乙の請求は主文第４項の限度でそれぞれ理由があるから認容し、その余は失当である

から棄却することとし、主文のとおり判決する。 

 

仙台地方裁判所第１民事部 

裁判長裁判官 足立 謙三 

   裁判官 大谷 太 

   裁判官 市野井 哲也 
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（別紙一覧表） 

別紙１－１  平成１５年分所得税の更正・加算税の賦課決定通知書（原告甲） 

別紙１－２  平成１６年分所得税の更正・加算税の賦課決定通知書（原告甲） 

別紙１－３  平成１７年分所得税の更正・加算税の賦課決定通知書（原告甲） 

別紙２－１  平成１５年分所得税の更正・加算税の賦課決定通知書（原告乙） 

別紙２－２  平成１６年分所得税の更正・加算税の賦課決定通知書（原告乙） 

別紙２－３  平成１７年分所得税の更正・加算税の賦課決定通知書（原告乙） 

別紙３    平成１６年分所得税の更正・加算税の変更決定決議書（原告甲） 

別紙４    平成１６年分所得税の更正・加算税の変更決定決議書（原告乙） 

別紙５    課税の根拠・適法性の根拠 

別紙６    Ｂから原告甲への支給明細一覧表 

別紙７－１  平成１５年から平成１７年までの日本又は外国における出入国の状況 

別紙７－２  原告甲の乗船契約・出入国等の状況 

別紙８－１  課税一覧表（原告甲） 

別紙８－２  過少申告加算税一覧表（原告甲） 

別紙９    Ｂから原告乙への支給明細一覧表 

別紙１０－１ 平成１５年から平成１７年までの日本又は外国における出入国の状況 

別紙１０－２ 原告乙の乗船契約・出入国等の状況 

別紙１１－１ 課税一覧表（原告乙） 

別紙１１－２ 過少申告加算税一覧表（原告乙） 
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別紙１－１～別紙４ 

 

省略 
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別紙５ 

第１ 原告甲に係る各種所得金額及び納付すべき税額の根拠 

１ 平成１５年分 

(1) 総所得金額（添付１－１「再課税一覧表Ａ」の６欄） ２０８２万６１２４円 

 上記金額は、次のアないしウの合計額である。 

ア 給与所得の金額（添付１－１「再課税一覧表Ａ」の１欄） １８８０万４０６３円 

 原告甲がＡから直接ないしＢを経由して受領する金員のうち、①Ａから原告甲名義のＣ銀行

気仙沼支店普通預金口座Ａに月固定給の一部として毎月振込まれている家庭送金分のほか、②

月１０万円の留保金（精算金は毎月の留保金から立替金員を相殺した後の月固定給の後払いに

すぎないことから、給与収入として認定すべき金額が当該立替金員を相殺する前の月１０万円

である。）及び③Ａから原告甲に対して支払われた漁獲奨励金（ただし、漁獲奨励金は平成１

５年分のみ。）については、いずれも「俸給、給料、賃金、歳費及び賞与並びにこれらの性質

を有する給与」に該当する所得である。 

(ア) 給与収入金額 

 本件における原告甲の平成１５年分の給与等の収入金額は、原告甲名義のＣ銀行気仙沼支

店普通預金口座Ａ、Ｄ銀行気仙沼支店普通預金口座Ａ及びＥ信用金庫普通預金口座に振り込

まれた金額である２１４１万６４８５円（添付２－１「給与収入集計表Ａ」の「本件各処分

Ａ」合計欄、答弁書添付２「給与振込集計表Ａ」平成１５年分合計欄）に、月１０万円の留

保金の１２か月分である１２０万円を加算し、精算金である平成１５年３月１８日振込金１

００万円及び旅費立替分であるとの疑いを挟む余地がないではない平成１５年６月２０日

振込分３万３２６０円を減算した２１５８万３２２５円（添付２－１「給与収入集計表Ａ」

の「被告主張額」合計欄）である。 

(イ) 給与所得控除額 

 上記給与収入金額２１５８万３２２５円に対する給与所得控除額は、２２０万円と当該収

入金額から１０００万円を控除した金額の１００分の５に相当する金額との合計額である

２７７万９１６２円（法２８条３項５号）である。 

(ウ) 給与所得金額 

 給与所得の金額は、給与収入金額（上記(ア)）から給与所得控除額（上記(イ)）を控除し

た１８８０万４０６３円である。 

イ 雑所得の金額（添付１－１「再課税一覧表Ａ」の２欄） １７２万８６４８円 

(ア) 公的年金等の収入金額 

 平成１５年分公的年金等の収入金額は、原告甲が平成１５年分の確定申告書に添付した公

的年金等の源泉徴収票（乙Ａ第１号証の３）の支払金額欄に記載された２８０万４８６４円

である。 

(イ) 公的年金等控除額 

 上記公的年金等の収入金額に対する公的年金等の控除額は、５０万円と上記公的年金等の

収入金額から５０万円を控除した残額の１００分の２５に相当する金額の合計額である（法

３５条４項）ことから、１０７万６２１６円である。 

(ウ) 雑所得の金額 

 公的年金等に係る雑所得の金額は、その年中の公的年金等の収入金額から公的年金等控除
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額を控除した残額であることから、上記(ア)の２８０万４８６４円から上記(イ)の１０７万

６２１６円を控除すると平成１５年分の雑所得として１７２万８６４８円が算出される。 

ウ 一時所得の金額（添付１－１「再課税一覧表Ａ」の３欄） ２９万３４１３円 

(ア) 一時所得の総収入金額 

 原告甲が、Ｉ株式会社から受領した満期保険金４２５万８１６８円及び買増保険金１５万

４０５９円（乙Ａ第１号証の４）は、一時所得の総収入金額に該当する。 

(イ) 一時所得の金額 

 この一時所得の総収入金額を得るために支出した掛金総額は３３２万５４００円である

（乙Ａ第１号証の４「既払込保険料」欄）。一時所得の総収入金額４４１万２２２７円から

掛金総額３３２万５４００円を控除すると１０８万６８２７円であり、一時所得の特別控除

額５０万円を控除した金額は５８万６８２７円となる。 

 なお、総所得金額に算入される一時所得の金額は、５８万６８２７円の２分の１に相当す

る金額２９万３４１３円である（法２２条２項２号） 

 上記金額は、原告甲の平成１５年分確定申告書（乙Ａ第１号証の１）に記載された金額と

同額である。 

(2) 所得控除額の計（添付１－１「再課税一覧表Ａ」の１８欄） ９７万７５８２円 

 上記の金額は、社会保険料控除額１９万３９００円、生命保険料控除額２万０６８２円、損害

保険料控除額３０００円、配偶者控除額３８万円及び基礎控除額３８万円の合計額である。 

ア 社会保険料控除額（添付１－１「再課税一覧表Ａ」の１０欄） 

 社会保険料控除額は、原告甲が平成１５年中に納付した国民健康保険税の合計額１９万３９

００円であり、原告甲の平成１５年分確定申告書（乙Ａ第１号証の１）に記載された社会保険

料控除額と同額である。 

イ 生命保険料控除額（添付１－１「再課税一覧表Ａ」の１１欄） 

 原告甲が支払った生命保険料２万０６８２円に対する生命保険料控除額は、２万５０００円

以下であるから２万０６８２円である（法７６条１項１号）。 

 上記金額は、原告甲の平成１５年分確定申告書（乙Ａ第１号証の１）に記載された生命保険

料控除額と同額である。 

ウ 損害保険料控除額（添付１－１「再課税一覧表Ａ」の１１欄） 

 原告甲が支払った短期損害保険契約に係る損害保険料１万２０００円に対する損害保険料

控除額は、原告甲が支払った損害保険料の金額の合計額が４０００円を超えていることから３

０００円（法７７条１項１号）である。 

 上記金額は、原告甲の平成１５年分確定申告書（乙Ａ第１号証の１）に記載された損害保険

料控除額と同額である。 

エ 配偶者控除額（添付１－１「再課税一覧表」の１３欄） 

 原告甲の配偶者丙は、原告甲と生計を一にしており、平成１５年中の合計所得金額が３８万

円以下と認められるから控除対象配偶者（法２条１項３３号）に該当し、配偶者控除額は３８

万円である（法８３条）。 

 上記金額は、原告甲の平成１５年分確定申告書（乙Ａ第１号証の１）に記載された金額と同

額である。 

(3) 課税総所得金額（添付１－１「再課税一覧表Ａ」の１９欄） １９８４万８０００円 
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 課税総所得金額は、上記(1)総所得金額（添付１－１「再課税一覧表Ａ」の６欄）２０８２万

６１２４円から上記(2)所得控除額の計（添付１－１「再課税一覧表Ａ」の１８欄）９７万７５

８２円を控除した残額（１９８４万８５４２円）について、１０００円未満の端数処理（国税通

則法（以下「通則法」という。）１１８条１項）をした金額である。 

(4) 納付すべき税額（添付１－１「再課税一覧表Ａ」の３８欄） ４５６万０２００円 

 納付すべき税額は、次のアの金額からイ及びウの各金額を控除して算出した申告納税額（添付

１－１「再課税一覧表Ａ」の３５欄）から、予定納税額（添付１－１「再課税一覧表Ａ」の３６

及び３７欄）を控除した残額である（なお、１００円未満の端数切り捨て。通則法１１９条１項）。 

ア 算出税額（添付１－１「再課税一覧表Ａ」の２５欄） ４８５万３７６０円 

 課税総所得金額（添付１－１「再課税一覧表Ａ」の１９欄）に対する算出税額は、法８９条

１項の税率（平成１７年法律第２１号による改正前の経済社会の変化等に対応して早急に講ず

べき所得税及び法人税の負担軽減措置に関する法律（以下「負担軽減法」という。）４条を適

用したもの）に基づき計算すると次表のとおりとなる。 

（算出税額表） 

№ 課税総所得金額 税率 算出税額 

１ 3,300,000円（330万円以下の金額） 10／100 330,000円

２ 

 

5,700,000円 

（330万円を超え900万円以下の金額） 

20／100 

 

1,140,000円

３ 

 

9,000,000円 

（900万円を超え1,800万円以下の金額） 

30／100 

 

2,700,000円

４ 

 

1,848,000円 

（1,800万円を超える金額） 

37／100 

 

683,760円

算出税額（上記№１ないし４の合計） 4,853,760円

イ 定率減税額（添付１－１「再課税一覧表Ａ」の３３欄） ２５万円 

 上記の金額は、負担軽減措置法６条２項により定率控除前の所得税額（差引所得税額（添付

１－１「再課税一覧表Ａ」の３１欄）。なお、本件では、配当控除額及び外国税額控除額がな

いため、上記アと同額。）に１００分の２０の割合を乗じて計算した金額（ただし、当該金額

が２５万円を超える場合には、２５万円）である。当該金額は２５万円を超えていることから、

定率減税額は２５万円である。 

ウ 源泉徴収税額（添付１－１「再課税一覧表Ａ」の３４欄） ４万３４８６円 

 源泉徴収税額は、平成１５年分公的年金等の源泉徴収票（乙Ａ第１号証の３）の源泉徴収税

額欄に記載されている金額である。 

(5) 小括 

 以上のとおり、被告が主張する原告甲に係る平成１５年分の納付すべき税額は、本件各更正処

分Ａによって確定された原告甲の平成１５年分の納付すべき税額を上回ることになる。 

２ 平成１６年分 

(1) 総所得金額（添付１－２「再課税一覧表Ａ」の６欄） ９１５万８０４９円 

 上記金額は、次のア及びイの各金額の合計額である。 

ア 給与所得の金額（添付１－２「再課税一覧表Ａ」の１欄） ７４４万円 

(ア) 給与収入金額 
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 本件における平成１６年分の給与等の収入金額は、原告甲名義のＣ銀行気仙沼支店普通預

金口座Ａに振り込まれた金額である９７０万４５１１円（添付２－２「給与収入集計表Ａ」

の「本件各処分Ａ」合計欄、答弁書添付２「給与振込集計表Ａ」平成１６年分合計欄）に、

月１０万円の留保金の１２か月分である１２０万円を加算し、精算金である平成１６年７月

６日振込金１２５万９９５１円及び旅費立替分であるとの疑いを挟む余地がないではない

平成１６年８月２０日振込分４万４５６０円を減算した９６０万円（添付２－２「給与収入

集計表Ａ」の「被告主張額」合計欄、前記第１の２及び第２の１）である。 

(イ) 給与所得控除額 

 上記給与収入金額９６０万円に対する給与所得控除額は、１８６万円と当該収入金額から

６６０万円を控除した金額の１００分の１０に相当する金額との合計額である２１６万円

（法２８条３項４号）である。 

(ウ) 給与所得金額 

 給与所得の金額は、給与収入金額（上記(ア)）から給与所得控除額（上記(イ)）を控除し

た７４４万円である。 

イ 雑所得の金額（添付１－２「再課税一覧表Ａ」の２欄） １７１万８０４９円 

(ア) 公的年金等の収入金額 

 平成１６年分公的年金等の収入金額は、原告甲が平成１６年分の確定申告書に添付した公

的年金等の源泉徴収票（乙Ａ第２号証の３）の支払金額欄に記載された２７９万０７３２円

である。 

(イ) 公的年金等控除額 

 上記公的年金等の収入金額に対する公的年金等の控除額は、５０万円と上記公的年金等の

収入金額から５０万円を控除した残額の１００分の２５に相当する金額の合計額である（法

３５条４項）ことから、１０７万２６８３円である。 

(ウ) 雑所得の金額 

 雑所得の金額は、上記(ア)公的年金等の収入金額２７９万０７３２円から、上記(イ)公的

年金等控除額１０７万２６８３円を控除した残額の１７１万８０４９円である。 

 上記金額は、原告甲の平成１６年分確定申告書（乙Ａ第２号証の１）に記載された金額と

同額である。 

(2) 所得控除額の計（添付１－２「再課税一覧表Ａ」の１８欄） １０２万０８２３円 

 上記の金額は、社会保険料控除額２３万０９００円、生命保険料控除額２万６９２３円、損害

保険料控除額３０００円、配偶者控除額３８万円及び基礎控除額３８万円の合計額である。 

ア 医療費控除（添付１－２「再課税一覧表Ａ」の９欄） 

 原告甲の平成１６年分の総所得金額は上記(1)のとおり、９１５万８０４９円であるところ、

原告が支払った医療費の額は９万７６５９円であり、当該総所得金額の１００分の５に相当す

る金額（当該１００分の５に相当する金額が１０万円を超えるため、１０万円）を超えていな

いことから、医療費控除の適用はできない。 

イ 社会保険料控除額（添付１－２「再課税一覧表Ａ」の１０欄） 

 社会保険料控除額は、原告甲が平成１６年中に納付した国民健康保険税の合計額であり、原

告甲の平成１６年分確定申告書（乙Ａ第２号証の１）に記載された社会保険料控除額と同額で

ある。 
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ウ 生命保険料控除額（添付１－２「再課税一覧表Ａ」の１１欄） 

 原告甲が支払った生命保険料２万８８４５円に対する生命保険料控除額は、２万５０００円

を超え５万円以下であるから、２万５０００円と支払った生命保険料から２万５０００円を控

除した金額の２分の１に相当する金額との合計額２万６９２３円である（法７６条１項２号）。 

 上記金額は、原告甲の平成１６年分確定申告書（乙Ａ第２号証の１）に記載された生命保険

料控除額と同額である。 

エ 損害保険料控除額（添付１－２「再課税一覧表Ａ」の１１欄） 

 原告甲が支払った短期損害保険契約に係る損害保険料１万２０００円に対する損害保険料

控除額は、原告甲が支払った損害保険料の金額の合計額が４０００円を超えていることから３

０００円（法７７条１項１号）である。 

 上記金額は、原告甲の平成１６年分確定申告書（乙Ａ第２号証の１）に記載された損害保険

料控除額と同額である。 

オ 配偶者控除額及び基礎控除額（添付１－２「再課税一覧表Ａ」の１３欄及び１６欄） 

 原告甲の配偶者丙は、原告甲と生計を一にしており、平成１６年中の合計所得金額が３８万

円以下であると認められるから控除対象配偶者（法２条１項３３号）に該当し、配偶者控除額

は３８万円である（法８３条）。 

 上記金額は、原告甲の平成１６年分確定申告書（乙Ａ第２号証の１）に記載された金額と同

額である。 

 なお、基礎控除額は３８万円（定額）である。 

(3) 課税総所得金額（添付１－２「再課税一覧表Ａ」の１９欄） ８１３万７０００円 

 課税総所得金額は、上記(1)総所得金額（添付１－２「再課税一覧表Ａ」の６欄）９１５万８

０４９円から上記(2)所得控除額の計（添付１－２「再課税一覧表Ａ」の１８欄）１０２万０８

２３円を控除した残額（８１３万７２２６円）について、１０００円未満の端数処理（通則法１

１８条１項）をした金額である。 

(4) 納付すべき税額（添付１－２「再課税一覧表Ａ」の３８欄） １００万４７００円 

 納付すべき税額は、次のアの金額からイ及びウの各金額を控除して算出した申告納税額（添付

１－２「再課税一覧表Ａ」の３５欄）から、予定納税額（添付１－２「再課税一覧表Ａ」の３６

及び３７欄）を控除した残額である（なお、１００円未満の端数切り捨て。通則法１１９条１項）。 

ア 算出税額（添付１－２「再課税一覧表Ａ」の２５欄） １２９万７４００円 

 課税総所得金額（添付１－２「再課税一覧表Ａ」の１９欄）に対する算出税額は、法８９条

１項の税率（負担軽減措置法４条を適用したもの）に基づき計算すると次表のとおりとなる。 

（算出税額表） 

№ 課税総所得金額 税率 算出税額 

１ 3,300,000円（330万円以下の金額） 10／100 330,000円

２ 

 

4,837,000円 

（330万円を超え900万円以下の金額） 

20／100 

 

967,400円

３ 

 

－円 

（900万円を超え1,800万円以下の金額） 

30／100 

 

－円

４ 

 

－円 

（1,800万円を超える金額） 

37／100 

 

－円

算出税額（上記№１ないし４の合計） 1,297,400円
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イ 定率減税額（添付１－２「再課税一覧表Ａ」の３３欄） ２５万円 

 上記の金額は、負担軽減措置法６条２項により定率控除前の所得税額（差引所得税額（添付

１－２「再課税一覧表Ａ」の３１欄）。なお、本件では、配当控除額及び外国税額控除額がな

いため、上記アと同額。）に１００分の２０の割合を乗じて計算した金額（ただし、当該金額

が２５万円を超える場合には、２５万円）である。当該金額は２５万円を超えていることから、

定率減税額は２５万円である。 

ウ 源泉徴収税額（添付１－２「再課税一覧表Ａ」の３４欄） ４万２６３８円 

 源泉徴収税額は、平成１６年分公的年金等の源泉徴収票（乙Ａ第２号証の３）の源泉徴収税

額欄に記載されている金額である。 

(5) 小括 

 以上のとおり、被告が主張する原告甲に係る平成１６年分の納付すべき税額は、本件再更正処

分Ａによって確定された原告甲の平成１６年分の納付すべき税額と同額になる。 

３ 平成１７年分 

(1) 総所得金額（添付１－３「再課税一覧表Ａ」の６欄） ８５１万０１７３円 

 上記金額は、次のア及びイの各金額の合計額である。 

ア 給与所得の金額（添付１－３「再課税一覧表Ａ」の１欄） ７０３万５０００円 

(ア) 給与収入金額 

 本件における平成１７年分の給与等の収入金額は、原告甲名義のＣ銀行気仙沼支店普通預

金口座Ａに振り込まれた金額である７９９万４９２５円（添付２－３「給与収入集計表Ａ」

の「本件各処分Ａ」合計欄、答弁書添付２「給与収入振込表Ａ」平成１７年分合計欄）に、

月１０万円の留保金の１２か月分である１２０万円を加算し、旅費立替分であるとの疑いを

挟む余地がないではない平成１７年１２月２１日振込分４万４９２５円を減算した９１５

万円（添付２－３「給与収入集計表Ａ」の「被告主張額」合計欄）である。 

(イ) 給与所得控除額 

 上記給与収入金額９１５万円に対する給与所得控除額は、１８６万円と当該収入金額から

６６０万円を控除した金額の１００分の１０に相当する金額との合計額である２１１万５

０００円（法２８条３項４号）である。 

(ウ) 給与所得金額 

 給与所得の金額は、給与収入金額（上記(ア)）から給与所得控除額（上記(イ)）を控除し

た７０３万５０００円である。 

イ 雑所得の金額（添付１－３「再課税一覧表Ａ」の２欄） １４７万５１７３円 

(ア) 公的年金等の収入金額 

 平成１７年分公的年金等の収入金額は、原告甲が平成１７年分の確定申告書に添付した公

的年金等の源泉徴収票（乙Ａ第３号証の３）の支払金額欄に記載された２６７万５１７３円

である。 

(イ) 公的年金等控除額 

 上記公的年金等の収入金額に対する公的年金等の控除額は、５０万円と公的年金等の収入

金額から５０万円を控除した残額の１００分の２５に相当する金額の合計額である（法３５

条４項）。 

 ただし、当該合計額が７０万円に満たないときは、７０万円（年齢が６５歳以上の場合は



28 

１２０万円（租税特別措置法４１条の１５の２第１項））である。 

 上記(ア)に対する公的年金等の控除額は、５０万円と公的年金等の収入金額から５０万円

を控除した残額の１００分の２５に相当する金額の合計額が１０４万３７９４円であるが、

原告甲は平成１７年１月１日現在で６５歳（昭和１５年７月５日生）であるから、当該合計

額１０４万３７９４円は１２０万円に満たないことから公的年金等の控除額は１２０万円

（租税特別措置法４１条の１５の２第１項）となる。 

(ウ) 雑所得の金額 

 雑所得の金額は、上記(ア)公的年金等の収入金額２６７万５１７３円から、上記(イ)公的

年金等控除額１２０万円を控除した残額の１４７万５１７３円である。 

 上記金額は、原告甲の平成１７年分確定申告書（乙Ａ第３号証の１）に記載された金額と

同額である。 

(2) 所得控除額の計（添付１－３「再課税一覧表Ａ」の１８欄） １０４万６８７８円 

 上記の金額は、社会保険料控除額２５万９２９０円、生命保険料控除額２万４５８８円、損害

保険料控除額３０００円、配偶者控除額３８万円及び基礎控除額３８万円の合計額である。 

ア 社会保険料控除額（添付１－３「再課税一覧表Ａ」の１０欄） 

 社会保険料控除額は、原告甲が平成１７年中に納付した国民健保険税２１万１４００円及び

介護保険料４万７８９０円の合計額２５万９２９０円であり、原告甲の平成１７年分確定申告

書（乙Ａ第３号証の１）に記載された社会保険料控除額と同額である。 

イ 生命保険料控除額（添付１－３「再課税一覧表Ａ」の１１欄） 

 原告甲が支払った生命保険料２万４５８８円に対する生命保険料控除額は、支払った生命保

険料の合計額が２万５０００円以下であるから、２万４５８８円（法７６条１項１号）である。 

 上記金額は、原告甲の平成１７年分確定申告書（乙Ａ第３号証の１）に記載された生命保険

料控除額と同額である。 

ウ 損害保険料控除額（添付１－３「再課税一覧表Ａ」の１１欄） 

 原告甲が支払った短期損害保険契約に係る損害保険料１万２０００円に対する損害保険料

控除額は、原告甲が支払った損害保険料の金額の合計額が４０００円を超えていることから３

０００円（法７７条１項１号）である。 

 上記金額は、原告甲の平成１７年分確定申告書（乙Ａ第３号証の１）に記載された損害保険

料控除額と同額である。 

エ 配偶者控除額及び基礎控除額（添付１－３「再課税一覧表Ａ」の１３及び１６欄） 

 原告甲の配偶者丙は、原告甲と生計を一にしており、平成１７年中の合計所得金額が３８万

円以下であると認められるから控除対象配偶者（法２条１項３３号）に該当し、配偶者控除額

は３８万円である（法８３条）。 

 上記金額は、原告甲の平成１７年分確定申告書（乙Ａ第３号証の１）に記載された金額と同

額である。 

(3) 課税総所得金額（添付１－３「再課税一覧表Ａ」の１９欄） ７４６万３０００円 

 課税総所得金額は、上記(1)総所得金額（添付１－３「再課税一覧表Ａ」の６欄）８５１万０

１７３円から上記(2)所得控除額の計（添付１－３「再課税一覧表Ａ」の１８欄）１０４万６８

７８円を控除した残額（７４６万３２９５円）について、１０００円未満の端数処理（通則法１

１８条１項）をした金額である。 
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(4) 納付すべき税額（添付１－３「再課税一覧表Ａ」の３８欄） ８７万６８００円 

 納付すべき税額は、次のアの金額からイ及びウの各金額を控除して算出した申告納税額（添付

１－３「再課税一覧表Ａ」の３５欄）から、予定納税額（添付１－３「再課税一覧表Ａ」の３６

及び３７欄）を控除した残額である（なお、１００円未満の端数切り捨て。通則法１１９条１項）。 

ア 算出税額（添付１－３「再課税一覧表Ａ」の２５欄） １１６万２６００円 

 課税総所得金額（添付１－３「再課税一覧表Ａ」の１９欄）に対する算出税額は、法８９条

１項の税率（負担軽減措置法４条を適用したもの）に基づき計算すると次表のとおりとなる。 

（算出税額表） 

№ 課税総所得金額 税率 算出税額 

１ 3,300,000円（330万円以下の金額） 10／100 330,000円

２ 

 

4,163,000円 

（330万円を超え900万円以下の金額） 

20／100 

 

832,600円

３ 

 

－円 

（900万円を超え1,800万円以下の金額） 

30／100 

 

－円

４ 

 

－円 

（1,800万円を超える金額） 

37／100 

 

－円

算出税額（上記№１ないし４の合計） 1,162,600円

イ 定率減税額（添付１－３「再課税一覧表Ａ」の３３欄） ２３万２５２０円 

 上記の金額は、負担軽減措置法６条２項により定率控除前の所得税額（差引所得税額（添付

１－３「再課税一覧表Ａ」の３１欄）。なお、本件では、配当控除額及び外国税額控除額がな

いため、上記アと同額。）に１００分の２０の割合を乗じて計算した金額である。 

ウ 源泉徴収税額（添付１－３「再課税一覧表Ａ」の３４欄） ５万３２１１円 

 源泉徴収税額は、平成１７年分公的年金等の源泉徴収票（乙Ａ第３号証の３）の源泉徴収税

額欄に記載されている金額である。 

(5) 小括 

 以上のとおり、被告が主張する原告甲に係る平成１７年分の納付すべき税額は、本件各更正処

分Ａによって確定された原告甲の平成１７年分の納付すべき税額を上回ることになる。 

第２ 本訴において被告が主張する原告乙に係る各種所得金額及び納付すべき税額の根拠 

１ 平成１５年分 

(1) 総所得金額（添付３－１「再課税一覧表Ｂ」の６欄） ２１２８万２４１１円 

 上記金額は、次のア及びイの合計額である。 

ア 給与所得の金額（添付３－１「再課税一覧表Ｂ」の１欄） １９３６万４２６２円 

 原告乙がＡから直接ないしＢを経由して受領する金員のうち、①Ａから原告乙名義のＣ銀行

気仙沼支店普通預金口座Ｂ－１及びＣ銀行気仙沼支店普通預金口座Ｂ－２に月固定給の一部

として毎月振込まれている家庭送金分のほか、②月１０万円の留保金（精算金は毎月の留保金

から立替金員を相殺した後の月固定給の後払いにすぎないことから、給与収入として認定すべ

き金額が当該立替金員を相殺する前の月１０万円である。）及び③Ａから原告乙に対して支払

われた漁獲奨励金（ただし、漁獲奨励金は平成１５年分のみ。）については、原告甲同様、い

ずれも「俸給、給料、賃金、歳費及び賞与並びにこれらの性質を有する給与」に該当する所得

である（以下、平成１６年分及び平成１７年分において同じ。）。 
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(ア) 給与収入金額 

 本件における原告甲の平成１５年分の給与等の収入金額は、原告乙名義のＣ銀行気仙沼支

店普通預金口座Ｂ－１、Ｃ銀行気仙沼支店普通預金口座Ｂ－２、株式会社Ｆ銀行気仙沼支

店・口座番号       及び株式会社Ｄ銀行気仙沼支店・口座番号       ）に

振り込まれた金額である２１０９万１２２８円（添付４－１「給与収入集計表Ｂ」の「本件

各処分Ｂ」合計欄、答弁書添付４「給与振込集計表Ｂ」平成１５年分合計欄）に、月１０万

円の留保金の１２か月分である１２０万円を加算し、旅費立替分であるとの疑いを挟む余地

がないではない平成１５年１０月２１日振込分６１万８３２０円の内１１万８３２０円を

減算した２２１７万２９０８円（添付４－１「給与収入集計表Ｂ」の「被告主張額」合計欄）

である。 

(イ) 給与所得控除額 

 上記給与収入金額２２１７万２９０８円に対する給与所得控除額は、２２０万円と当該収

入金額から１０００万円を控除した金額の１００分の５に相当する金額との合計額である

２８０万８６４６円（法２８条３項５号）である。 

(ウ) 給与所得金額 

 給与所得の金額は、給与収入金額（上記(ア)）から給与所得控除額（上記(イ)）を控除し

た１９３６万４２６２円である。 

イ 雑所得の金額（添付３－１「再課税一覧表Ｂ」の２欄） １９１万８１４９円 

(ア) 公的年金等の収入金額 

 平成１５年分公的年金等の収入金額は、原告乙が平成１５年分の確定申告書に添付した公

的年金等の源泉徴収票（乙Ｂ第１号証の３）の支払金額欄に記載された３０５万７５３２円

である。 

(イ) 公的年金等控除額 

 上記公的年金等の収入金額に対する公的年金等の控除額は、５０万円と上記公的年金等の

収入金額から５０万円を控除した残額の１００分の２５に相当する金額の合計額である（法

３５条４項）ことから、１１３万９３８３円である。 

(ウ) 雑所得の金額 

 雑所得の金額は、上記(ア)公的年金等の収入金額３０５万７５３２円から上記(イ)の公的

年金等控除額１１３万９３８３円を控除した残額の１９１万８１４９円である。 

 上記金額は、原告乙の平成１５年分確定申告書（乙Ｂ第１号証の１）に記載された金額と

同額である。 

(2) 所得控除額の計（添付３－１「再課税一覧表Ｂ」の１８欄） １２０万１４８０円 

 上記の金額は、医療費控除額８万２２８０円、社会保険料控除額３０万６２００円、生命保険

料控除額５万円、損害保険料控除３０００円、配偶者控除額３８万円及び基礎控除額３８万円の

合計額である。 

ア 医療費控除額（添付３－１「再課税一覧表Ｂ」の９欄） 

 原告乙が支払った医療費１８万２２８０円（乙Ｂ第１号証の２）に対する医療費控除額は、

原告乙の総所得金額、退職所得金額及び山林所得金額の合計額（上記１(1)）の１００分の５

に相当する金額が１０万円を超えることから、支払った医療費のうち１０万円を超える部分、

すなわち、８万２２８０円が控除額である（法７３条１項）。 
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イ 社会保険料控除額（添付３－１「再課税一覧表Ｂ」の１０欄） 

 社会保険料控除額は、原告乙が平成１５年中に納付した国民健康保険税の合計額３０万６２

００円であり、原告乙の平成１５年分確定申告書（乙Ｂ第１号証の１）に記載された社会保険

料控除額と同額である。 

ウ 生命保険料控除額（添付３－１「再課税一覧表Ｂ」の１１欄） 

 原告乙が支払った生命保険料１２万５１９９円に対する生命保険料控除額は、原告乙が支払

った生命保険料の金額の合計額が１０万円を超えることから５万円（法７６条１項４号）であ

る。 

 上記金額は、原告乙の平成１５年分確定申告書（乙Ｂ第１号証の１）に記載された生命保険

料控除額と同額である。 

エ 損害保険料控除額（添付３－１「再課税一覧表Ｂ」１１欄） 

 原告乙が支払った短期損害保険契約に係る損害保険料３万３２００円に対する損害保険料

控除額は、原告乙が支払った損害保険料の金額の合計額が４０００円を超えていることから３

０００円（法７７条１項１号）である。 

 上記金額は、原告乙の平成１５年分確定申告書（乙Ｂ第１号証の１）に記載された損害保険

料控除額と同額である。 

オ 配偶者控除額（添付３－１「再課税一覧表Ｂ」の１３欄） 

 原告乙の配偶者丁は、原告乙と生計を一にしており、平成１５年中の合計所得金額が３８万

円以下と認められるから控除対象配偶者（法２条１項３３号）に該当し、配偶者控除額は３８

万円である（法８３条）。 

 上記金額は、原告乙の平成１５年分確定申告書（乙Ｂ第１号証の１）に記載された金額と同

額である。 

カ 配偶者特別控除額及び基礎控除額（添付３－１の「再課税一覧表Ｂ」の１４及び１６欄） 

 原告乙の合計所得金額（法２条１項３３号）は、上記１(1)のとおり２１２８万２４１１円

であり、１０００万円を超えることから配偶者特別控除は適用できないことになる（同法８３

条の２第２項）。 

 なお、基礎控除額は３８万円（定額）である。 

(3) 課税総所得金額（添付３－１「再課税一覧表Ｂ」の１９欄） ２００８万円 

 課税総所得金額は、上記(1)総所得金額（添付３－１「再課税一覧表Ｂ」の６欄）２１２８万

２４１１円から上記(2)所得控除額の計（添付３－１「再課税一覧表Ｂ」の１８欄）１２０万１

４８０円を控除した残額（２００８万０９３１円）について、１０００円未満の端数処理（通則

法１１８条１項）をした金額である。 

(4) 納付すべき税額（添付３－１「再課税一覧表Ｂ」の３８欄） ４６３万０９００円 

 納付すべき税額は、次のアの金額からイ及びウの各金額を控除して算出した申告納税額（添付

３－１「再課税一覧表Ｂ」の３５欄）から、予定納税額（添付３－１「再課税一覧表Ｂ」の３６

及び３７欄）を控除した残額である（なお、１００円未満の端数切り捨て。通則法１１９条１項）。 

ア 算出税額（添付３－１「再課税一覧表Ｂ」の２５欄） ４９３万９６００円 

 課税総所得金額（添付３－１「再課税一覧表Ｂ」の１９欄）に対する算出税額は、法８９条

１項の税率（負担軽減措置法４条を適用したもの）に基づき計算すると次表のとおりとなる。 

（算出税額表） 



32 

№ 課税総所得金額 税率 算出税額 

１ 3,300,000円（330万円以下の金額） 10／100 330,000円

２ 

 

5,700,000円 

（330万円を超え900万円以下の金額） 

20／100 

 

1,140,000円

３ 

 

9,000,000円 

（900万円を超え1,800万円以下の金額） 

30／100 

 

2,700,000円

４ 

 

2,080,000円 

（1,800万円を超える金額） 

37／100 

 

769,600円

算出税額（上記№１ないし４の合計） 4,939,600円

イ 定率減税額（添付３－１「再課税一覧表Ｂ」の３３欄） ２５万円 

 上記の金額は、負担軽減措置法６条２項により定率控除前の所得税額（差引所得税額（添付

３－１「再課税一覧表Ｂ」の３１欄）。なお、本件では、配当控除額及び外国税額控除額がな

いため、上記アと同額。）に１００分の２０の割合を乗じて計算した金額（ただし、当該金額

が２５万円を超える場合には、２５万円）である。当該金額は２５万円を超えていることから、

定率減税額は２５万円である。 

ウ 源泉徴収税額（添付３－１「再課税一覧表Ｂ」の３４欄） ５万８６４６円 

 源泉徴収税額は、平成１５年分公的年金等の源泉徴収票（乙Ｂ第１号証の３）の源泉徴収税

額欄に記載されている金額である。 

(5) 小括 

 以上のとおり、被告が主張する原告乙に係る平成１５年分の納付すべき税額は、本件各更正処

分Ｂによって確定された原告乙の平成１５年分の納付すべき税額を上回ることになる。 

２ 平成１６年分 

(1) 総所得金額（添付３－２「再課税一覧表Ｂ」の６欄） ９３４万６６２３円 

 上記金額は、次のア及びイの各金額の合計額である。 

ア 給与所得の金額（添付３－２「再課税一覧表Ｂ」の１欄） ７４４万円 

(ア) 給与収入金額 

 本件における平成１６年分の給与等の収入金額は、原告乙名義のＣ銀行気仙沼支店普通預

金口座Ｂ－１及びＣ銀行気仙沼支店普通預金口座Ｂ－２に振り込まれた金額である１１５

１万１２７０円（添付４－２「給与収入集計表Ｂ」の「本件各処分Ｂ」合計欄）に、月１０

万円の留保金の１２か月分である１２０万円を加算し、Ａからの借入金であるとの疑いを挟

む余地がないではない平成１６年５月２１日振込分２００万円及び精算金である同年１０

月２７日振込分１０５万１５２７円並びに旅費立替分であるとの疑いを挟む余地がないで

はない同年１２月２１日振込分５万９７４３円を減算した９６０万円（添付４－２「給与収

入集計表Ｂ」の「被告主張額」合計欄、前記第２の２）である。 

(イ) 給与所得控除額 

 上記給与収入金額９６０万円に対する給与所得控除額は、１８６万円と当該収入金額から

６６０万円を控除した金額の１００分の１０に相当する金額との合計額である２１６万円

（法２８条３項４号）である。 

(ウ) 給与所得金額 

 給与所得の金額は、給与収入金額（上記(ア)）から給与所得控除額（上記(イ)）を控除し



33 

た７４４万円である。 

イ 雑所得の金額（添付３－２「再課税一覧表Ｂ」の２欄） １９０万６６２３円 

(ア) 公的年金等の収入金額 

 平成１６年分公的年金等の収入金額は、原告乙が平成１６年分の確定申告書に添付した公

的年金等の源泉徴収票（乙Ｂ第２号証の３）の支払金額欄に記載された３０４万２１６４円

である。 

(イ) 公的年金等控除額 

 上記公的年金等の収入金額に対する公的年金等の控除額は、５０万円と上記公的年金等の

収入金額から５０万円を控除した残額の１００分の２５に相当する金額の合計額である（法

３５条４項）ことから、１１３万５５４１円である。 

(ウ) 雑所得の金額 

 雑所得の金額は、上記(ア)公的年金等の収入金額３０４万２１６４円から、上記(イ)公的

年金等控除額１１３万５５４１円を控除した残額の１９０万６６２３円である。 

 上記金額は、原告乙の平成１６年分確定申告書（乙Ｂ第２号証の１）に記載された金額と

同額である。 

(2) 所得控除額の計（添付３－２「再課税一覧表Ｂ」の１８欄） １１３万０３６６円 

 上記の金額は、社会保険料控除額３１万８１００円、生命保険料控除額４万９２６６円、損害

保険料控除額３０００円、配偶者控除額３８万円及び基礎控除額３８万円の合計額である。 

ア 社会保険料控除額（添付３－２「再課税一覧表Ｂ」の１０欄） 

 社会保険料控除額は、原告乙が平成１６年中に納付した国民健康保険税の合計額３１万８１

００円であり、原告乙の平成１６年分確定申告書（乙Ｂ第２号証の１）に記載された社会保険

料控除額と同額である。 

イ 生命保険料控除額（添付３－２「再課税一覧表Ｂ」の１１欄） 

 原告乙が支払った生命保険料９万７０６４円に対する生命保険料控除額は、５万円を超え１

０万円以下であるから、３万７５００円と当該合計額から５万円を控除した金額の４分の１に

相当する金額との合計額４万９２６６円である（法７６条１項３号）。 

 上記金額は、原告乙の平成１６年分確定申告書（乙Ｂ第２号証の１）に記載された生命保険

料控除額と同額である。 

ウ 損害保険料控除額（添付３－２「再課税一覧表Ｂ」１１欄） 

 原告乙が支払った短期損害保険契約に係る損害保険料３万０９００円に対する損害保険料

控除額は、原告乙が支払った損害保険料の金額の合計額が４０００円を超えていることから３

０００円（法７７条１項１号）である。 

 上記金額は、原告乙の平成１６年分確定申告書（乙Ｂ第２号証の１）に記載された損害保険

料控除額と同額である。 

エ 配偶者控除額及び基礎控除額（添付３－２「再課税一覧表Ｂ」の１３欄及び１６欄） 

 原告乙の配偶者丁は、原告乙と生計を一にしており平成１６年中の合計所得金額が３８万円

以下と認められるから控除対象配偶者（法２条１項３３号）に該当し、配偶者控除額は３８万

円である（法８３条）。 

 上記金額は、原告乙の平成１６年分確定申告書（乙Ｂ第２号証の１）に記載された金額と同

額である。 
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 なお、基礎控除額は３８万円（定額）である。 

(3) 課税総所得金額（添付３－２「再課税一覧表Ｂ」の１９欄） ８２１万６０００円 

 課税総所得金額は、上記(1)総所得金額（添付３－２「再課税一覧表Ｂ」の６欄）９３４万６

６２３円から上記(2)所得控除額の計（添付３－２「再課税一覧表Ｂ」の１８欄）１１３万０３

６６円を控除した残額（８２１万６２５７円）について、１０００円未満の端数処理（通則法１

１８条１項）をした金額である。 

(4) 納付すべき税額（添付３－２「再課税一覧表Ｂ」の３８欄） １００万５４００円 

 納付すべき税額は、次のアの金額からイ及びウの各金額を控除して算出した申告納税額（添付

３－２「再課税一覧表Ｂ」の３５欄）から、予定納税額（添付３－２「再課税一覧表Ｂ」の３６

及び３７欄）を控除した残額である（なお、１００円未満の端数切り捨て。通則法１１９条１項）。 

ア 算出税額（添付３－２「再課税一覧表Ｂ」の２５欄） １３１万３２００円 

 課税総所得金額（添付３－２「再課税一覧表Ｂ」の１９欄）に対する算出税額は、法８９条

１項の税率（負担軽減措置法４条を適用したもの）に基づき計算すると次表のとおりとなる。 

（算出税額表） 

№ 課税総所得金額 税率 算出税額 

１ 3,300,000円（330万円以下の金額） 10／100 330,000円

２ 

 

4,916,000円 

（330万円を超え900万円以下の金額） 

20／100 

 

983,200円

３ 

 

－円 

（900万円を超え1,800万円以下の金額） 

30／100 

 

－円

４ 

 

－円 

（1,800万円を超える金額） 

37／10 

 

－円

算出税額（上記№１ないし４の合計） 1,313,200円

イ 定率減税額（添付３－２「再課税一覧表Ｂ」の３３欄） ２５万円 

 上記の金額は、負担軽減措置法６条２項により定率控除前の所得税額（差引所得税額（添付

３－２「再課税一覧表Ｂ」の３１欄）。なお、本件では、配当控除額及び外国税額控除額がな

いため、上記アと同額。）に１００分の２０の割合を乗じて計算した金額（ただし、当該金額

が２５万円を超える場合には、２５万円）である。当該金額は２５万円を超えていることから、

定率減税額は２５万円である。 

ウ 源泉徴収税額（添付３－２「再課税一覧表Ｂ」の３４欄） ５万７７２４円 

 源泉徴収税額は、平成１６年分公的年金等の源泉徴収票（乙Ｂ第２号証の３）の源泉徴収税

額欄に記載されている金額である。 

(5) 小括 

 以上のとおり、被告が主張する原告乙に係る平成１６年分の納付すべき税額は、本件再更正処

分Ｂによって確定された原告乙の平成１６年分の納付すべき税額と同額になる。 

３ 平成１７年分 

(1) 総所得金額（添付３－３「再課税一覧表Ｂ」の６欄） ８５３万４３２２円 

 上記金額は、次のア及びイの各金額の合計額である。 

ア 給与所得の金額（添付３－３「再課税一覧表Ｂ」の１欄） ６６３万円 

(ア) 給与収入金額 
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 本件における平成１７年分の給与等の収入金額は、原告乙名義のＣ銀行気仙沼支店普通預

金口座Ｂ－１及びＣ銀行気仙沼支店普通預金口座Ｂ－２に振り込まれた金額である７５６

万２４０２円（添付４－３「給与収入集計表Ｂ」の「本件各処分Ｂ」合計欄、答弁書添付４

「給与振込集計表Ｂ」平成１７年合計欄）に、月１０万円の留保金の１２か月分である１２

０万円を加算し、旅費立替分であるとの疑いを挟む余地がないではない平成１７年１２月２

１日振込分４６万２４０２円の内６万２４０２円を減算した８７０万円（添付４－３「給与

収入集計表Ｂ」の「被告主張額」合計欄）である。 

(イ) 給与所得控除額 

 上記給与収入金額８７０万円に対する給与所得控除額は、１８６万円と当該収入金額から

６６０万円を控除した金額の１００分の１０に相当する金額との合計額である２０７万円

（法２８条３項４号）である。 

(ウ) 給与所得金額 

 給与所得の金額は、給与収入金額（上記(ア)）から給与所得控除額（上記(イ)）を控除し

た６６３万円である。 

イ 雑所得の金額（添付３－３「再課税一覧表Ｂ」の２欄） １９０万４３２２円 

(ア) 公的年金等の収入金額 

 平成１７年分公的年金等の収入金額は、原告乙が平成１７年分の確定申告書に添付した公

的年金等の源泉徴収票（乙Ｂ第３号証の３）の支払金額欄に記載された３０３万９０９６円

である。 

(イ) 公的年金等控除額 

 公的年金等の収入金額に対する公的年金等の控除額は、５０万円と公的年金等の収入金額

から５０万円を控除した残額の１００分の２５に相当する金額の合計額である（法３５条４

項）ことから１１３万４７７４円である。 

(ウ) 雑所得の金額 

 雑所得の金額は、上記(ア)公的年金等の収入金額３０３万９０９６円から、上記(イ)公的

年金等控除額１１３万４７７４円を控除した残額の１９０万４３２２円である。 

 上記金額は、原告乙の平成１７年分確定申告書（乙Ｂ第３号証の１）に記載された金額と

同額である。 

(2) 所得控除額の計（添付３－３「再課税一覧表Ｂ」の１８欄） １８３万２８６９円 

 上記の金額は、医療費控除額２３万９６０９円、社会保険料控除４０万０２６０円、生命保険

料控除額５万円、損害保険料控除額３０００円、配偶者控除額３８万円、扶養控除額３８万円及

び基礎控除額３８万円の合計額である。 

ア 医療費控除額（添付３－３「再課税一覧表Ｂ」の９欄） 

 原告乙が支払った医療費３３万９６０９円（乙Ｂ第３号証の２）に対する医療費控除額は、

原告乙の総所得金額、退職所得金額及び山林所得金額の合計額（上記３(1)）の１００分の５

に相当する金額が１０万円を超えることから、支払った医療費のうち１０万円を超える部分、

すなわち、２３万９６０９円が控除額である（法７３条１項） 

イ 社会保険料控除額（添付３－３「再課税一覧表Ｂ」の１０欄） 

 社会保険料控除額は、原告乙が平成１７年中に納付した国民健康保険税３０万５２００円及

び国民年金９万５０６０円の合計額の４０万０２６０円であり、原告乙の平成１７年分確定申
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告書（乙Ｂ第３号証の１）に記載された社会保険料控除額と同額である。 

ウ 生命保険料控除額（添付３－３「再課税一覧表Ｂ」の１１欄） 

 原告乙が支払った生命保険料１４万１０２４円に対する生命保険料控除額は、原告乙が支払

った生命保険料の金額の合計額が１０万円を超えることから５万円（法７６条１項４号）であ

る。 

 上記金額は、原告乙の平成１７年分確定申告書（乙Ｂ第３号証の１）に記載された生命保険

料控除額と同額である。 

エ 損害保険料控除額（添付３－３「再課税一覧表Ｂ」のＢ１１欄） 

 原告乙が支払った短期損害保険契約に係る損害保険料３万７２８３円に対する損害保険料

控除額は、原告乙が支払った損害保険料の金額の合計額が４０００円を超えていることから３

０００円（所法７７条１項１号）である。 

 上記金額は、原告乙の平成１７年分確定申告書（乙Ｂ第３号証の１）に記載された損害保険

料控除額と同額である。 

オ 配偶者控除額（添付３－３「再課税一覧表Ｂ」の１３欄） 

 原告乙の配偶者丁は、原告乙と生計を一にしており平成１７年中の合計所得金額が３８万円

以下と認められるから控除対象配偶者（法２条１項３３号）に該当し、配偶者控除額は３８万

円である（法８３条）。 

 上記金額は、原告乙の平成１７年分確定申告書（乙Ｂ第３号証の１）に記載された金額と同

額である。 

カ 扶養控除額及び基礎控除額（添付３－３「再課税一覧表Ｂ」の１５欄及び１６欄） 

 原告乙の二男戊は、原告乙と生計を一にしており合計所得金額が３８万円以下と認められ、

扶養親族（法２条１項３４号）に該当することから、扶養控除額は３８万円である。 

 なお、基礎控除額は３８万円（定額）である。 

(3) 課税総所得金額（添付３－３「再課税一覧表Ｂ」の１９欄） ６７０万１０００円 

 課税総所得金額は、上記(1)総所得金額（添付３－３「再課税一覧表Ｂ」の６欄）８５３万４

３２２円から上記(2)所得控除額の計（添付３－３「再課税一覧表Ｂ」の１８欄）１８３万２８

６９円を控除した残額（６７０万１４５３円）について、１０００円未満の端数処理（通則法１

１８条１項）をした金額である。 

(4) 納付すべき税額（添付３－３「再課税一覧表Ｂ」の３８欄） ７１万９４００円 

 納付すべき税額は、次のアの金額からイ及びウの各金額を控除して算出した申告納税額（添付

３－３「再課税一覧表Ｂ」の３５欄）から、予定納税額（添付３－３「再課税一覧表Ｂ」の３６

及び３７欄）を控除した残額である（なお、１００円未満の端数切り捨て。通則法１１９条１項）。 

ア 算出税額（添付３－３「再課税一覧表Ｂ」の２５欄） １０１万０２００円 

 課税総所得金額（添付３－３「再課税一覧表Ｂ」の１９欄）に対する算出税額は、法８９条

１項の税率（負担軽減措置法４条を適用したもの）に基づき計算すると次表のとおりとなる。 

（算出税額表） 

№ 課税総所得金額 税率 算出税額 

１ 3,300,000円（330万円以下の金額） 10／100 330,000円

２ 

 

3,401,000円 

（330万円を超え900万円以下の金額） 

20／100 

 

680,200円
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３ 

 

－円 

（900万円を超え1,800万円以下の金額） 

30／100 

 

－円

４ 

 

－円 

（1,800万円を超える金額） 

37／100 

 

－円

算出税額（上記№１ないし４の合計） 1,010,200円

イ 定率減税額（添付３－３「再課税一覧表Ｂ」の３３欄） ２０万２０４０円 

 上記の金額は、負担軽減措置法６条２項により定率控除前の所得税額（差引所得税額（添付

３－３「再課税一覧表Ｂ」の３１欄）。なお、本件では、配当控除額及び外国税額控除額がな

いため、上記アと同額。）に１００分の２０の割合を乗じて計算した金額である。 

ウ 源泉徴収税額（添付３－３「再課税一覧表Ｂ」の３４欄） ８万８７４０円 

 源泉徴収税額は、平成１７年分公的年金等の源泉徴収票（乙Ｂ第３号証の３）の源泉徴収税

額欄に記載されている金額である。 

(5) 小括 

 以上のとおり、被告が主張する原告乙に係る平成１７年分の納付すべき税額は、本件各更正処

分Ｂによって確定された原告乙の平成１７年分の納付すべき税額を上回ることになる。 

第３ 本件更正処分の適法性 

１ 本件各更正処分Ａ（平成１６年分については、本件再更正処分Ａの後のもの）の適法性 

 被告が、本訴において主張する原告甲の本件係争年分の納付すべき税額は、それぞれ、前記第１

の１(4)、同２(4)及び同３(4)のとおりであるところ、本各更正処分Ａ（ただし、平成１６年分に

ついては、本件再更正処分Ａの後のもの。以下同じ。）における納付すべき税額は、いずれも上記

金額と同額ないしその処分時に客観的に存在していた税額を上回らないことは明らかであるから、

本件各更正処分Ａはいずれも適法である（総額主義）。 

２ 本件各更正処分Ｂ（平成１６年分については、本件再更正処分Ｂの後のもの）の適法性 

 被告が、本訴において主張する原告乙の本件係争年分の納付すべき税額は、それぞれ、前記第２

の１(4)、同２(4)及び同３(4)のとおりであるところ、本各更正処分Ｂ（ただし、平成１６年分に

ついては、本件再更正処分Ｂの後のもの。以下同じ。）における納付すべき税額は、いずれも上記

金額と同額ないしその処分時に客観的に存在していた税額を上回らないことは明らかであるから、

本件各更正処分Ｂはいずれも適法である（総額主義）。 

第４ 本件各賦課決定処分の根拠及び適法性 

１ 本件賦課決定処分Ａ（平成１６年分については、本件変更決定処分Ａの後のもの）の根拠 

(1) 平成１５年分 ６４万８５００円 

 上記金額は、平成１５年分所得税の更正処分により、原告甲が納付すべきこととなった税額４

４９万円（ただし、通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後のもの。

以下同じ）を基礎として、これに同法６５条１項の規定により１００分の１０の割合を乗じて算

出した金額４４万９０００円に、納付すべき税額４４９万円のうち５０万円を超える部分に相当

する税額３９９万円を基礎として、同条２項の規定により１００分の５の割合を乗じて計算した

金額１９万９５００を加算した金額である。 

(2) 平成１６年分 １２万３５００円 

 上記金額は、本件再更正処分Ａにより、原告甲が納付すべきこととなった税額９９万円を基礎

として、これに通則法６５条１項の規定により１００分の１０の割合を乗じて算出した金額９万
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９０００円に、納付すべき税額９９万円のうち５０万円を超える部分に相当する税額４９万円を

基礎として、同条２項の規定により１００分の５の割合を乗じて計算した金額２万４５００円を

加算した金額である。 

(3) 平成１７年分 ８万３０００円 

 上記金額は、平成１７年分所得税の更正処分により、原告甲が納付すべきこととなった税額７

２万円を基礎として、これに通則法６５条１項の規定により１００分の１０の割合を乗じて算出

した金額７万２０００円に、納付すべき税額７２万円のうち５０万円を超える部分に相当する税

額２２万円を基礎として、同条２項の規定により１００分の５の割合を乗じて計算した金額１万

１０００円を加算した金額である。 

２ 本件賦課決定処分Ｂ（平成１６年分については、本件変更決定処分Ｂの後のもの）の根拠 

(1) 平成１５年分 ６１万７０００円 

 上記金額は、平成１５年分所得税の更正処分により、原告乙が納付すべきこととなった税額４

２８万円を基礎として、これに通則法６５条１項の規定により１００分の１０の割合を乗じて算

出した金額４２万８０００円に、納付すべき税額４２８万円のうち５０万円を超える部分に相当

する税額３７８万円を基礎として、同条２項の規定によりに１００分の５の割合を乗じて計算し

た金額１８万９０００を加算した金額である。 

(2) 平成１６年分 １２万５０００円 

 上記金額は、本件再更正処分Ｂにより、原告乙が納付すべきこととなった税額１００万円を基

礎として、これに通則法６５条１項の規定により１００分の１０の割合を乗じて算出した金額１

０万円に、納付すべき税額１００万円のうち５０万円を超える部分に相当する税額５０万円を基

礎として、同条２項の規定により１００分の５の割合を乗じて計算した金額２万５０００円を加

算した金額である。 

(3) 平成１７年分 ６万９５００円 

 上記金額は、平成１７年分所得税の更正処分により、原告乙が納付すべきこととなった税額６

３万円を基礎として、これに通則法６５条１項の規定により１００分の１０の割合を乗じて算出

した金額６万３０００円に、納付すべき税額６３万円のうち５０万円を超える部分に相当する税

額１３万円を基礎として、同条２項の規定により１００分の５の割合を乗じて計算した金額６５

００円を加算した金額である。 

３ 本件各賦課決定処分の適法性 

(1) 本件各賦課決定処分Ａ（平成１６年分については、本件変更決定処分Ａの後のもの。以下同

じ。）の適法性 

 前記第３の１で述べたとおり本件各更正処分Ａはいずれも適法であるところ、本件各賦課決定

処分Ａにおいて、本件各更正処分Ａにより新たに納付すべき税額の計算の基礎となった事実のう

ち、本件各更正処分Ａ前に税額の計算の基礎とされなかったことについて、通則法６５条４項に

規定する正当な理由があるとは認められない。 

 したがって、被告が本訴において主張する本件各更正処分Ａに伴って賦課されるべき過少申告

加算税の額は、それぞれ、上記１(1)から(3)のとおりであるところ、本件各賦課決定処分Ａにお

ける過少申告加算税の額はいずれも上記金額と同額であるから、本件各賦課決定処分Ａはいずれ

も適法である。 

(2) 本件各賦課決定処分Ｂ（平成１６年分については、本件変更決定処分Ｂの後のもの。以下同
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じ。）の適法性 

 前記第３の２で述べたとおり本件各更正処分Ｂはいずれも適法であるところ、本件各賦課決定

処分Ｂにおいて、本件各更正処分Ｂにより新たに納付すべき税額の計算の基礎となった事実のう

ち、本件各更正処分Ｂ前に税額の計算の基礎とされなかったことについて、通則法６５条４項に

規定する正当な理由があるとは認められない。 

 したがって、被告が本訴において主張する本件各更正処分Ｂに伴って賦課されるべき過少申告

加算税の額は、それぞれ、上記２(1)から(3)のとおりであるところ、本件各賦課決定処分Ｂにお

ける過少申告加算税の額はいずれも上記金額と同額であるから、本件各賦課決定処分Ｂはいずれ

も適法である。 
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添付 １－１ 

甲 

再課税一覧表Ａ 

（単位：円） 

平成１５年分 区分

 

項目 確定申告額 本件各処分A 異議決定額 審査裁決額 本件再処分A 被告主張額

給与所得の金額 1 － 18,645,660 18,804,063

雑所得の金額 2 1,728,648 1,728,648 1,728,648

総
所
得
金
額
の

内
訳 

一時所得の金額 3 293,413 293,413 293,413

総所得金額（１＋２＋３） 6 2,022,061 20,667,721 20,826,124

医療費控除 9 － － －

社会保険料控除 10 193,900 193,900 193,900

生命保険料 

損害保険料控除 
11 23,682 23,682 23,682

配偶者控除 13 380,000 380,000 380,000

配偶者特別控除 14 380,000 － －

所
得
金
額
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額 基礎控除 16 380,000 380,000 380,000

所得控除額の計 

（９～16の計） 
18 1,357,582 977,582 977,582

課税総所得金額 19 664,000 19,690,000 19,848,000

算出税額 25 66,400 4,795,300 4,853,760

配当控除額 

外国税額控除額 
30 － － －

差引所得税額（25－30） 31 66,400 4,795,300 4,853,760

定率減税額 33 13,280 250,000 250,000

源泉徴収税額 34 43,486 43,486 43,486

申告納税額（31－33－34） 35 9,600 4,501,800 4,560,200

予定納税額 
36

37
－ － －

納付すべき税額 38 9,600 4,501,800 4,560,200確定納税額 

 
(35－36－37) 

還付金の額に相

当する税額 
39 － － －

過少申告加算税の額 45 － 648,500

同
左 

同
左 

 

657,500

※各欄の1～45の番号は、甲A第1号証の1の2、同号証の2の2及び同号証の3の2の別表における各欄の番号と一致する。 
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添付 １－２ 

甲 

再課税一覧表Ａ 

（単位：円） 

平成１６年分 区分

 

項目 確定申告額 本件各処分A 異議決定額 審査裁決額 本件再処分A 被告主張額

給与所得の金額 1 － 7,534,059 7,440,000総
所
得
金

額
の
内
訳 雑所得の金額 2 1,718,049 1,718,049 1,718,049

総所得金額（１＋２） 6 1,718,049 9,252,108 9,158,049

医療費控除 9 11,757 － －

社会保険料控除 10 230,900 230,900 230,900

生命保険料 

損害保険料 控除 
11 29,923 29,923 29,923

配偶者控除 13 380,000 380,000 380,000

配偶者特別控除 14 － － －

所
得
金
額
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額 基礎控除 16 380,000 380,000 380,000

所得控除額の計 

（９～16の計） 
18 1,032,580 1,020,823 1,020,823

課税総所得金額 19 685,000 8,231,000 8,137,000

算出税額 25 68,500 1,316,200 1,297,400

配当控除額 

外国税額控除額 
30 － － －

差引所得税額（25－30） 31 68,500 1,316,200 1,297,400

定率減税額 33 13,700 250,000 250,000

源泉徴収税額 34 42,638 42,638 42,638

申告納税額（31－33－34） 35 12,100 1,023,500 1,004,700

予定納税額 
36

37
－ － －

納付すべき税額 38 12,100 1,023,500 1,004,700確定納税額 

 
(35－36－37) 

還付金の額に相

当する税額 
39 － － －

過少申告加算税の額 45 － 126,500

同
左 

同
左 

123,500

同
左 

※各欄の1～45の番号は、甲A第1号証の1の2、同号証の2の2及び同号証の3の2の別表における各欄の番号と一致する。 
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添付 １－３ 

甲 

再課税一覧表Ａ 

（単位：円） 

平成１７年分 区分

 

項目 確定申告額 本件各処分A 異議決定額 審査裁決額 本件再処分A 被告主張額

給与所得の金額 1 － 5,995,432 7,035,000
総
所
得
金
額

の
内
訳 雑所得の金額 2 1,475,173 1,475,173 1,475,173

総所得金額（１＋２） 6 1,475,173 7,470,605 8,510,173

医療費控除 9 － － －

社会保険料控除 10 259,290 259,290 259,290

生命保険料 

損害保険料 控除 
11 27,588 27,588 27,588

配偶者控除 13 380,000 380,000 380,000

配偶者特別控除 14 － － －

所
得
金
額
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額 基礎控除 16 380,000 380,000 380,000

所得控除額の計 

（９～16の計） 
18 1,046,878 1,046,878 1,046,878

課税総所得金額 19 428,000 6,423,000 7,463,000

算出税額 25 42,800 954,600 1,162,600

配当控除額 

外国税額控除額 
30 － － －

差引所得税額（25－30） 31 42,800 954,600 1,162,600

定率減税額 33 8,560 190,920 232,520

源泉徴収税額 34 53,211 53,211 53,211

申告納税額（31－33－34） 35 △18,971 710,400 876,800

予定納税額 
36

37
－ － －

納付すべき税額 38 － 710,400 876,800確定納税額 

 
(35－36－37) 

還付金の額に相

当する税額 
39 18,971 － －

過少申告加算税の額 45 － 83,000

同
左 

同
左 

 

108,500

※各欄の1～45の番号は、甲A第1号証の1の2、同号証の2の2及び同号証の3の2の別表における各欄の番号と一致する。 
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添付２－１ 

甲 

給与収入集計表Ａ 

（単位：円） 

平成１５年分 区分 

 

項目 確定申告額 本件各処分A 異議決定額 審査裁決額 本件再処分A 被告主張額

H15. 1.21 振込金 － 600,000 600,000

H15. 1.21 留保金 － － 100,000

H15. 2.21 振込金 － 600,000 600,000

H15. 2.21 留保金 － － 100,000

H15. 3.18 振込金 － 1,000,000 －

H15. 3.20 振込金 － 600,000 600,000

H15. 3.20 留保金 － － 100,000

H15. 4.21 振込金 － 700,000 700,000

H15. 4.21 留保金 － － 100,000

H15. 4.25 振込金 － 4,292,723 4,292,723

H15. 4.25 振込金 － 3,995,502 3,995,502

H15. 4.25 振込金 － 3,995,000 3,995,000

H15. 5.21 振込金 － 700,000 700,000

H15. 5.21 留保金 － － 100,000

H15. 6.20 振込金 － 733,260 700,000

H15. 6.20 留保金 － － 100,000

H15. 7.18 振込金 － 700,000 700,000

H15. 7.18 留保金 － － 100,000

H15. 8.21 振込金 － 700,000 700,000

H15. 8.21 留保金 － － 100,000

H15. 9.19 振込金 － 700,000 700,000

H15. 9.19 留保金 － － 100,000

H15.10.21 振込金 － 700,000 700,000

H15.10.21 留保金 － － 100,000

H15.11.21 振込金 － 700,000 700,000

H15.11.21 留保金 － － 100,000

H15.12.19 振込金 － 700,000 700,000

H15.12.19 留保金 － － 100,000

合計 － 21,416,485

同
左 

同
左 

 

21,583,225



44 

添付 ２－２ 

甲 

給与収入集計表Ａ 

（単位：円） 

平成１６年分 区分 

 

項目 確定申告額 本件各処分A 異議決定額 審査裁決額 本件再処分A 被告主張額

H16. 1.21 振込金 － 700,000 700,000 

H16. 1.21 留保金 － － 100,000 

H16. 2.20 振込金 － 700,000 700,000 

H16. 2.20 留保金 － － 100,000 

H16. 3.19 振込金 － 700,000 700,000 

H16. 3.19 留保金 － － 100,000 

H16. 4.21 振込金 － 700,000 700,000 

H16. 4.21 留保金 － － 100,000 

H16. 5.21 振込金 － 700,000 700,000 

H16. 5.21 留保金 － － 100,000 

H16. 6.21 振込金 － 700,000 700,000 

H16. 6.21 留保金 － － 100,000 

H16. 7.6 振込金 － 1,259,951 － 

H16. 7.21 振込金 － 700,000 700,000 

H16. 7.21 留保金 － － 100,000 

H16. 8.20 振込金 － 744,560 700,000 

H16. 8.20 留保金 － － 100,000 

H16. 9.21 振込金 － 700,000 700,000 

H16. 9.21 留保金 － － 100,000 

H16.10.21 振込金 － 700,000 700,000 

H16.10.21 留保金 － － 100,000 

H16.11.19 振込金 － 700,000 700,000 

H16.11.19 留保金 － － 100,000 

H16.12.21 振込金 － 700,000 700,000 

H16.12.21 留保金 － － 100,000 

合計 － 9,704,511

同
左 

同
左 

9,600,000 

同
左 

 



45 

添付 ２－３ 

甲 

給与収入集計表Ａ 

（単位：円） 

平成１７年分 区分 

 

項目 確定申告額 本件各処分A 異議決定額 審査裁決額 本件再処分A 被告主張額

H17. 1.21 振込金 － 700,000 700,000

H17. 1.21 留保金 － － 100,000

H17. 2.21 振込金 － 700,000 700,000

H17. 2.21 留保金 － － 100,000

H17. 3.18 振込金 － 700,000 700,000

H17. 3.18 留保金 － － 100,000

H17. 4.21 振込金 － 700,000 700,000

H17. 4.21 留保金 － － 100,000

H17. 5.20 振込金 － 700,000 700,000

H17. 5.20 留保金 － － 100,000

H17. 6.21 振込金 － 700,000 700,000

H17. 6.21 留保金 － － 100,000

H17. 7.21 振込金 － 700,000 700,000

H17. 7.21 留保金 － － 100,000

H17. 8.19 振込金 － 700,000 700,000

H17. 8.19 留保金 － － 100,000

H17. 9.21 振込金 － 700,000 700,000

H17. 9.21 留保金 － － 100,000

H17.10.21 振込金 － 550,000 550,000

H17.10.21 留保金 － － 100,000

H17.11.21 振込金 － 550,000 550,000

H17.11.21 留保金 － － 100,000

H17.12.21 振込金 － 594,925 550,000

H17.12.21 留保金 － － 100,000

合計 － 7,994,925

同
左 

同
左 

 

9,150,000

 



46 

添付 ３－１ 

乙 

再課税一覧表Ｂ 

（単位：円） 

平成１５年分 区分

 

項目 確定申告額 本件各処分B 異議決定額 審査裁決額 本件再処分B 被告主張額

給与所得の金額 1 － 18,336,666 19,364,262
総
所
得
金
額

の
内
訳 雑所得の金額 2 1,918,149 1,918,149 1,918,149

総所得金額（１＋２） 6 1,918,149 20,254,815 21,282,411

医療費控除 9 86,373 82,280 82,280

社会保険料控除 10 306,200 306,200 306,200

生命保険料 

損害保険料 控除 
11 53,000 53,000 53,000

配偶者控除 13 380,000 380,000 380,000

配偶者特別控除 14 380,000 － －

扶養控除 15 － － －

所
得
金
額
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額 

基礎控除 16 380,000 380,000 380,000

所得控除額の計 

（９～16の計） 
18 1,585,573 1,201,480 1,201,480

課税総所得金額 19 332,000 19,053,000 20,080,000

算出税額 25 33,200 4,559,610 4,939,600

配当控除額 

外国税額控除額 
30 － － －

差引所得税額（25－30） 31 33,200 4,559,610 4,939,600

定率減税額 33 6,640 250,000 250,000

源泉徴収税額 34 58,646 58,646 58,646

申告納税額（31－33－34） 35 △32,086 4,250,900 4,630,900

予定納税額 
36

37
－ － －

納付すべき税額 38 － 4,250,900 4,630,900確定納税額 

 
(35－36－37) 

還付金の額に相

当する税額 
39 32,086 － －

過少申告加算税の額 45 － 617,000

同
左 

同
左 

 

674,000

※各欄の1～45の番号は、甲B第1号証の1の2、同号証の2の2及び同号証の3の2の別表における各欄の番号と一致す 



47 

添付 ３－２ 

乙 

再課税一覧表Ｂ 

（単位：円） 

平成１６年分 区分

 

項目 確定申告額 本件各処分B 異議決定額 審査裁決額 本件再処分B 被告主張額

給与所得の金額 1 － 9,235,706 7,440,000総
所
得
金

額
の
内
訳 雑所得の金額 2 1,906,623 1,906,623 1,906,623

総所得金額（１＋２） 6 1,906,623 11,142,329 9,346,623

医療費控除 9 － － －

社会保険料控除 10 318,100 318,100 318,100

生命保険料 

損害保険料 控除 
11 52,266 52,266 52,266

配偶者控除 13 380,000 380,000 380,000

配偶者特別控除 14 － － －

扶養控除 15 － － －

所
得
金
額
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額 

基礎控除 16 380,000 380,000 380,000

所得控除額の計 

（９～16の計） 
18 1,130,366 1,130,366 1,130,366

課税総所得金額 19 776,000 10,011,000 8,216,000

算出税額 25 77,600 1,773,300 1,313,200

配当控除額 

外国税額控除額 
30 － － －

差引所得税額（25－30） 31 77,600 1,773,300 1,313,200

定率減税額 33 15,520 250,000 250,000

源泉徴収税額 34 57,724 57,724 57,724

申告納税額（31－33－34） 35 4,300 1,465,500 1,005,400

予定納税額 
36

37
－ － －

納付すべき税額 38 4,300 1,465,500 1,005,400確定納税額 

 
(35－36－37) 

還付金の額に相

当する税額 
39 － － －

過少申告加算税の額 45 － 194,000

同
左 

同
左 

125,000

同
左 

※各欄の1～45の番号は、甲B第1号証の1の2、同号証の2の2及び同号証の3の2の別表における各欄の番号と一致す 



48 

添付 ３－３ 

乙 

再課税一覧表Ｂ 

（単位：円） 

平成１７年分 区分

 

項目 確定申告額 本件各処分B 異議決定額 審査裁決額 本件再処分B 被告主張額

給与所得の金額 1 － 5,606,161 6,630,000
総
所
得
金
額

の
内
訳 雑所得の金額 2 1,904,322 1,904,322 1,904,322

総所得金額（１＋２） 6 1,904,322 7,510,483 8,534,322

医療費控除 9 244,393 239,609 239,609

社会保険料控除 10 400,260 400,260 400,260

生命保険料 

損害保険料 控除 
11 53,000 53,000 53,000

配偶者控除 13 380,000 380,000 380,000

配偶者特別控除 14 － － －

扶養控除 15 380,000 380,000 380,000

所
得
金
額
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額 

基礎控除 16 380,000 380,000 380,000

所得控除額の計 

（９～16の計） 
18 1,837,653 1,832,869 1,832,869

課税総所得金額 19 66,000 5,677,000 6,701,000

算出税額 25 6,600 805,400 1,010,200

配当控除額 

外国税額控除額 
30 － － －

差引所得税額（25－30） 31 6,600 805,400 1,010,200

定率減税額 33 1,320 161,080 202,040

源泉徴収税額 34 88,740 88,740 88,740

申告納税額（31－33－34） 35 △83,460 555,500 719,400

予定納税額 
36

37
－ － －

納付すべき税額 38 － 555,500 719,400確定納税額 

 
(35－36－37) 

還付金の額に相

当する税額 
39 83,460 － －

過少申告加算税の額 45 － 69,500

同
左 

同
左 

 

95,000

※各欄の1～45の番号は、甲B第1号証の1の2、同号証の2の2及び同号証の3の2の別表における各欄の番号と一致す 



49 

添付 ４－１ 

乙 

給与収入集計表Ｂ 

（単位：円） 

平成１５年分 区分 

 

項目 確定申告額 本件各処分B 異議決定額 審査裁決額 本件再処分B 被告主張額

H15. 1.21 振込金 － 500,000 500,000

H15. 1.21 振込金 － 100,000 100,000

H15. 1.21 留保金 － － 100,000

H15. 2.21 振込金 － 500,000 500,000

H15. 2.21 振込金 － 100,000 100,000

H15. 2.21 留保金 － － 100,000

H15. 3.20 振込金 － 500,000 500,000

H15. 3.20 振込金 － 100,000 100,000

H15. 3.20 留保金 － － 100,000

H15. 4.21 振込金 － 500,000 500,000

H15. 4.21 振込金 － 100,000 100,000

H15. 4.21 留保金 － － 100,000

H15. 5.21 振込金 － 500,000 500,000

H15. 5.21 振込金 － 100,000 100,000

H15. 5.21 留保金 － － 100,000

H15. 6.20 振込金 － 500,000 500,000

H15. 6.20 振込金 － 100,000 100,000

H15. 6.20 留保金 － － 100,000

H15. 7.18 振込金 － 500,000 500,000

H15. 7.18 振込金 － 200,000 200,000

H15. 7.18 留保金 － － 100,000

H15. 8.14 振込金 － 4,495,502 4,495,502

H15. 8.18 振込金 － 4,496,250 4,496,250

H15. 8.20 振込金 － 4,181,156 4,181,156

H15. 8.21 振込金 － 500,000 500,000

H15. 8.21 振込金 － 200,000 200,000

H15. 8.21 留保金 － － 100,000

H15. 9.19 振込金 － 500,000 500,000

H15. 9.19 振込金 － 200,000 200,000

H15. 9.19 留保金 － － 100,000

H15.10.21 振込金 － 618,320 500,000

H15.10.21 振込金 － 200,000 200,000

H15.10.21 留保金 － － 100,000

H15.11.21 振込金 － 500,000 500,000

H15.11.21 振込金 － 200,000 200,000

H15.11.21 留保金 － － 100,000

H15.12.19 振込金 － 500,000 500,000

H15.12.19 振込金 － 200,000 200,000

H15.12.19 留保金 － － 100,000

合計 － 21,091,228

同
左 

同
左 

 

22,172,908
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添付 ４－２ 

乙 

給与収入集計表Ｂ 

（単位：円） 

平成１６年分 区分 

 

項目 確定申告額 本件各処分B 異議決定額 審査裁決額 本件再処分B 被告主張額

H16. 1.21 振込金 － 500,000 500,000 

H16. 1.21 振込金 － 200,000 200,000 

H16. 1.21 留保金 － － 100,000 

H16. 2.20 振込金 － 500,000 500,000 

H16. 2.20 振込金 － 200,000 200,000 

H16. 2.20 留保金 － － 100,000 

H16. 3.19 振込金 － 500,000 500,000 

H16. 3.19 振込金 － 200,000 200,000 

H16. 3.19 留保金 － － 100,000 

H16. 4.21 振込金 － 500,000 500,000 

H16. 4.21 振込金 － 200,000 200,000 

H16. 4.21 留保金 － － 100,000 

H16. 5.21 振込金 － 500,000 500,000 

H16. 5.21 振込金 － 200,000 200,000 

H16. 5.21 振込金 － 2,000,000 － 

H16. 5.21 留保金 － － 100,000 

H16. 6.21 振込金 － 500,000 500,000 

H16. 6.21 振込金 － 200,000 200,000 

H16. 6.21 留保金 － － 100,000 

H16. 7.21 振込金 － 500,000 500,000 

H16. 7.21 振込金 － 200,000 200,000 

H16. 7.21 留保金 － － 100,000 

H16. 8.20 振込金 － 500,000 500,000 

H16. 8.20 振込金 － 200,000 200,000 

H16. 8.20 留保金 － － 100,000 

H16. 9.21 振込金 － 500,000 500,000 

H16. 9.21 振込金 － 200,000 200,000 

H16. 9.21 留保金 － － 100,000 

H16.10.21 振込金 － 500,000 500,000 

H16.10.21 振込金 － 200,000 200,000 

H16.10.21 留保金 － － 100,000 

H16.10.27 振込金 － 1,051,527 － 

H16.11.19 振込金 － 500,000 500,000 

H16.11.19 振込金 － 200,000 200,000 

H16.11.19 留保金 － － 100,000 

H16.12.21 振込金 － 500,000 500,000 

H16.12.21 振込金 － 200,000 200,000 

H16.12.21 振込金 － 59,743 － 

H16.12.21 留保金 － － 100,000 

合計 － 11,511,270

同
左 

同
左 

9,600,000 

同
左 
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添付 ４－３ 

乙 

給与収入集計表Ｂ 

（単位：円） 

平成１７年分 区分 

 

項目 確定申告額 本件各処分B 異議決定額 審査裁決額 本件再処分B 被告主張額

H17. 1.21 振込金 － 500,000 500,000

H17. 1.21 振込金 － 200,000 200,000

H17. 1.21 留保金 － － 100,000

H17. 2.21 振込金 － 500,000 500,000

H17. 2.21 振込金 － 200,000 200,000

H17. 2.21 留保金 － － 100,000

H17. 3.18 振込金 － 500,000 500,000

H17. 3.18 振込金 － 200,000 200,000

H17. 3.18 留保金 － － 100,000

H17. 4.21 振込金 － 500,000 500,000

H17. 4.21 振込金 － 200,000 200,000

H17. 4.21 留保金 － － 100,000

H17. 5.20 振込金 － 500,000 500,000

H17. 5.20 振込金 － 200,000 200,000

H17. 5.20 留保金 － － 100,000

H17. 6.21 振込金 － 500,000 500,000

H17. 6.21 振込金 － 200,000 200,000

H17. 6.21 留保金 － － 100,000

H17. 7.21 振込金 － 500,000 500,000

H17. 7.21 振込金 － 200,000 200,000

H17. 7.21 留保金 － － 100,000

H17. 8.19 振込金 － 500,000 500,000

H17. 8.19 振込金 － 200,000 200,000

H17. 8.19 留保金 － － 100,000

H17. 9.21 振込金 － 500,000 500,000

H17. 9.21 振込金 － 200,000 200,000

H17. 9.21 留保金 － － 100,000

H17.10.21 振込金 － 400,000 400,000

H17.10.21 留保金 － － 100,000

H17.11.21 振込金 － 400,000 400,000

H17.11.21 留保金 － － 100,000

H17.12.21 振込金 － 462,402 400,000

H17.12.21 留保金 － － 100,000

合計 － 7,562,402

同
左 

同
左 

 

8,700,000
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別紙６ 

Ｂから原告甲への支給明細一覧表 

平成１５年    平成１７年   

日付 金額 備考  日付 金額 備考 

1月21日 600,000 月固定給のうち60万円  1月21日 700,000 月固定給 

2月21日 600,000 月固定給のうち60万円  2月21日 700,000 月固定給 

3月18日 1,000,000 精算（名目）  3月18日 700,000 月固定給 

3月20日 600,000 月固定給のうち60万円  4月21日 700,000 月固定給 

4月21日 700,000 月固定給  5月20日 700,000 月固定給 

5月21日 700,000 月固定給  6月21日 700,000 月固定給 

6月21日 700,000 月固定給  7月21日 700,000 月固定給 

6月21日 33,260 旅費立替分  8月19日 33,260 旅費立替分 

7月18日 700,000 月固定給  9月21日 700,000 月固定給 

8月21日 700,000 月固定給  10月6日 1,436,314 精算（名目） 

9月19日 700,000 月固定給  10月21日 550,000 月固定給 

10月21日 700,000 月固定給  11月21日 550,000 月固定給 

11月21日 700,000 月固定給  12月21日 550,000 月固定給 

12月19日 700,000 月固定給  12月21日 44,925 旅費立替分 

 

平成１６年    平成１８年   

1月21日 700,000 月固定給  1月20日 550,000 月固定給 

2月20日 700,000 月固定給  2月21日 550,000 月固定給 

3月19日 700,000 月固定給  3月20日 550,000 月固定給 

4月21日 700,000 月固定給  4月21日 550,000 月固定給 

5月21日 700,000 月固定給  5月19日 550,000 月固定給 

6月21日 700,000 月固定給  6月21日 550,000 月固定給 

7月6日 1,259,951 精算（名目）  7月21日 550,000 月固定給 

7月21日 700,000 月固定給  8月21日 550,000 月固定給 

8月20日 700,000 月固定給  9月27日 329,125 精算（名目） 

8月20日 44,560 旅費立替分    

9月21日 700,000 月固定給    

10月21日 700,000 月固定給    

11月19日 700,000 月固定給    

12月21日 700,000 月固定給    
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別紙７－１ 

審査請求人 甲 

平成１５年から平成１７年までの日本又は外国における入出国の状況 

国内における滞在日数等 パスポートによる入出国記録 

入国した国 出国した国  国内から 

の出国日 

国内への 

入国日 

国内におけ 

る滞在日数 入国日 出国日 

入国から出 

国までの日数 

 
モルディブ 

平成15年3月5日 
64日 

 平成15年3月17日 

シンガポール 

平成15年3月15日

シンガポール 

平成15年3月16日 
2日 

シンガポール 

平成15年6月4日

シンガポール 

判読不能 
－ 

平

成

15

年

分 

平成15年6月3日  

79日 

モルディブ 

平成15年6月16日
 199日 

 平成16年6月28日  
モルディブ 

平成16年6月27日 
179日 

中華民国 

平成16年8月1日

中華民国 

平成16年8月2日 
2日 

スリランカ 

平成16年8月2日

スリランカ 

平成16年8月3日 
2日 

平

成

16

年

分 
平成16年8月1日  

35日 

モルディブ 

平成16年8月23日
 131日 

 
モルディブ 

平成17年8月24日 
236日 

 平成17年10月6日 

スリランカ 

平成17年10月5日

スリランカ 

平成17年10月5日 
1日 

平

成

17

年

分 

平成17年11月12日  

38日 

スリランカ 

平成17年11月12日

スリランカ 

平成17年11月13日 
2日 

（注）１ モルディブ共和国領海内での操業には、入出国手続きを前提とした漁業権取得が必要なため、同国にお

ける入国から出国までの日数は、モルディブ共和国の領海内の船舶操業期間が含まれている。 

２ 滞在日数は、出国日及び入国日を含む日数である。 
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別紙７－２ 
別紙１ 

◎原告甲の乗船契約・入出国等の状況 
 
  

乗船契約 
乗船
期間 

日本への入出国 
積算
期間 

家庭送金以外の入金 摘要（根拠・証拠等） 

H8(1996).6.1   裁決書 甲A第3号証の13(2･14ページ) 

出国 H8(1996).判読不能 原告甲パスポート  

＜第１次航海＞   

入国 H9(1997).7.29 原告甲パスポート 甲A第4号証の3(5枚目) 

   

出国 H9(1997).8.判読不能 原告甲パスポート 甲A第4号証の3(5枚目) 

＜第２次航海＞   

入国 H10(1998).判読不能 原告甲パスポート 甲A第4号証の3(5枚目) 

   

(約36ヶ月) 
(延長短縮可能) 

出国 H10(1998).9.16 原告甲パスポート 甲A第4号証の3(7枚目) 

H11(1999).5.31 ＜第３次航海＞ 

 

裁決書 甲A第3号証の13(2･14ベージ) 

 

約
３
年
４
か
月 

入国 H11(1999).10.6 

 

原告甲パスポート 甲A第4号証の3(7枚目) 

H11(1999).10.5   乗船契約書 乙A第8号証 

出国 H11(1999).11.11 原告甲パスポート 甲A第4号証の3(4枚目) 

＜第１次航海＞ 

14
か
月 

  

入国 H12(2000).12.19 原告甲パスポート 甲A第4号証の3(4枚目) 

   

出国 H13(2001).1.19 原告甲パスポート 甲A第4号証の3(9枚目) 

＜第２次航海＞ 

11
か
月 

  

入国 H13(2001).11.12 原告甲パスポート 甲A第4号証の3(9枚目) 

   

入手国履歴一覧表 甲A第2号証の1資料(2枚目) 

(約36ヶ月) 
(延長短縮可能) 

出国 H13(2001).12.15 

 

原告甲パスポート 甲A第4号証の3(5枚目) 

H14(2002).10.4 ＜第３次航海＞ 

16
か
月 

 乗船契約書 乙A第8号証 

入手国履歴一覧表 甲A第2号証の1資料(4枚目) 

裁決書 甲A第3号証の13別表2(11ページ)入国 H15(2003).3.17  

原告甲パスポート 甲A第4号証の3(6枚目) 

給料積算金 乙A第9号証の1 

 

約
３
年
６
か
月 

 H15(2003).3.18 \1,000,000
［原告甲は「ふかひれなどの副収入金」と主張］ 

H15(2003).4.1   乗船証明書 甲A第4号証の1 

H15(2003).4.25  訴状第1の3②(3ページ)  

H15(2003).4.25 \4,292,723 乙A第13号証 

H15(2003).4.25 \3,995,502 乙A第11号証 
 

H15(2003).4.25 \3,995,000

漁獲奨励金 

乙A第12号証 

入手国履歴一覧表 甲A第2号証の1資料(4枚目) 
出国 H15(2003).6.3 

裁決書 甲A第3号証の13別表2(11ページ)

＜第１次航海＞ 

15
か
月 

  

入手国履歴一覧表 甲A第2号証の1資料(5枚目) 
入国 H16(2004).6.28 

 

裁決書 甲A第3号証の13別表2(11ページ)

給料精算金 乙A第9号証の2 
 H16年(2004)7.6 \1,259,951

［原告甲は「ふかひれなどの副収入金」と主張］ 

入手国履歴一覧表 甲A第2号証の1資料(5枚目) 
出国 H16(2004).8.1 

裁決書 甲A第3号証の13別表2(11ページ)

＜第２次航海＞ 

16
か
月 

  

入手国履歴一覧表 甲A第2号証の1資料(6枚目) 
入国 H17(2005).10.6 

 

裁決書 甲A第3号証の13別表2(11ページ)

給料精算金 乙A第10号証の1･2 
 H17年(2005)10.6 \1,436,314

［原告甲は「H15.3までの給料精算金」と主張］ 

入手国履歴一覧表 甲A第2号証の1資料(6枚目) 

(3ヶ年) 
(航海終了まで) 

出国 H17(2005).11.12  
裁決書 甲A第3号証の13別表2(11ページ)

H18(2006).3.31 ＜第３次航海＞  乗船証明書 甲A第4号証の1 

入手国履歴一覧表 甲A第2号証の1資料(7枚目) 
 

約
３
年
５
か
月 

入国 
H18(2006).8.22 

(船火事で帰国) 

11
か
月 

 
原告甲本人調書 2･15ページ 

  H18(2006).9.27 \329,125 給料精算金 乙A第16号証 

（注）「日本への入国」欄の「乗船期間」は、乗船契約及び入出国に基づく実際の乗船期間を表し、「積算期間」は、毎月天引きされている留保金の積
算対象期間を表す。 
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別紙８－１ 

課税一覧表（原告甲） 

  平成１５年分 平成１６年分 平成１７年分 

給与所得の金額 1 17,949,063 6,360,000 5,955,000

給与収入額  20,683,225 8,400,000 7,950,000

給与所得控除  2,734,162 2,040,000 1,995,000

雑所得の金額 2 1,728,648 1,718,049 1,475,173

総
所
得
金
額
の
内
訳 

一時所得の金額 3 293,413 － －

総所得金額（１＋２＋３） 6 19,971,124 8,078,049 7,430,173

医療費控除 9 － － －

社会保険料控除 10 193,900 230,900 259,290

生命保険、損害保険料控除 11 23,682 29,923 27,588

配偶者控除 12 380,000 380,000 380,000

配偶者特別控除 13 － － －

所
得
金
額
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額 基礎控除 14 380,000 380,000 380,000

所得控除額の計（9～16の計） 18 977,582 1,020,823 1,046,878

 課税総所得金額 19 18,993,000 7,057,000 6,383,000

 算出税額 25 4,537,410 1,081,400 946,600

 配当控除額 外国税額控除額 30 － － －

 差引所得税額 （25－30） 31 4,537,410 1,081,400 946,600

 定率減税額 33 250,000 216,280 189,320

 源泉徴収税額 34 43,486 42,638 53,211

 申告納税額 （31－33－34） 35 4,243,900 822,400 704,000

 予定納税額 
36 

37 
 

納付すべき税額 38 4,243,900 822,400 704,000
確定 

納税額 
還付金の額に相当する税額 39    
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別紙８－２ 

過少申告加算税一覧表（原告甲） 

 平成１５年分 平成１６年分 平成１７年分 

区分  賦課決定額 賦課決定額 賦課決定額 

加算税の対象となる税額 ① 4,234,300 810,300 722,900

 ②  

 ③  

 ④  

 ⑤  

累
積
増
差
税
額 

 ⑥  

①から⑥の計 ⑦ 4,234,300 810,300 722,900

平成１６年３月１５日の確定

申告分 
⑧ 9,600 12,100 △18,971

外国税額控除額 ⑨  

源泉徴収税額 ⑩ 43,486 42,638 53,211

予納税額 ⑪  

災害減免額 ⑫  

期
限
内
申
告
税
額 

⑧から⑫の計 ⑬ 53,086 54,738 34,240

⑬の金額と５０万円とでいずれか

多い方の金額 
⑭ 500,000 500,000 500,000

①の金額と「⑦－⑭」の金額との

いずれか少ない方の金額 
⑮ 3,734,300 310,300 222,900

重加算税の対象となる税額 ⑯  

加算税の基礎となる税額（①

－⑯）（１万円未満の端数切

り捨て） 

⑰ 4,230,000 810,000 720,000

加算税の割合 ⑱ 10% 10% 10%

通
常
分 

加算税の税額（⑰×⑱） ⑲ 423,000 81,000 72,000

加算税の基礎となる税額 

（⑮－⑯）（１万円未満の端

数切り捨て） 

⑳ 3,730,000 310,000 220,000

加算税の割合 あ 5% 5% 5%

加
重
分 

加算税の額（⑳×あ） ぃ 186,500 15,500 11,000

過少申告加算税の額（⑲＋ぃ） い 609,500 96,500 83,000
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別紙９ 

Ｂから原告乙への支給明細一覧表 

平成１５年    平成１７年   

日付 金額 備考  日付 金額 備考 

1月21日 600,000 月固定給のうち60万円  1月21日 700,000 月固定給 

2月21日 600,000 月固定給のうち60万円  2月21日 700,000 月固定給 

3月20日 600,000 月固定給のうち60万円  3月18日 700,000 月固定給 

4月21日 600,000 月固定給のうち60万円  4月21日 700,000 月固定給 

5月21日 600,000 月固定給のうち60万円  5月20日 700,000 月固定給 

6月15日 1,308,079 精算（名目）  6月21日 700,000 月固定給 

6月20日 600,000 月固定給のうち60万円  7月21日 700,000 月固定給 

7月18日 700,000 月固定給  8月19日 700,000 月固定給 

8月21日 700,000 月固定給  9月21日 700,000 月固定給 

9月19日 700,000 月固定給  10月6日 978,550 精算（名目） 

10月21日 700,000 月固定給  10月21日 400,000 月固定給 

10月21日 118,320 旅費立替分  11月21日 400,000 月固定給 

11月21日 700,000 月固定給  12月21日 400,000 月固定給 

12月19日 700,000 月固定給  12月21日 62,402 旅費立替分 

 

平成１６年    平成１８年   

1月21日 700,000 月固定給  1月20日 400,000 月固定給 

2月20日 700,000 月固定給  2月21日 400,000 月固定給 

3月19日 700,000 月固定給  3月20日 400,000 月固定給 

4月21日 700,000 月固定給  4月21日 400,000 月固定給 

5月21日 700,000 月固定給  5月19日 400,000 月固定給 

5月21日 2,000,000 借入  6月21日 400,000 月固定給 

6月21日 700,000 月固定給  7月13日 587,265 精算（名目） 

7月21日 700,000 月固定給  7月21日 400,000 月固定給 

8月20日 700,000 月固定給  7月31日 1,000,000 精算（名目） 

9月21日 700,000 月固定給  8月21日 400,000 月固定給 

10月21日 700,000 月固定給  9月21日 400,000 月固定給 

10月26日 1,051,527 精算（名目）  10月20日 400,000 月固定給 

11月19日 700,000 月固定給  11月21日 400,000 月固定給 

12月21日 700,000 月固定給  11月30日 500,000 借入 

12月21日 59,743 旅費立替分  12月4日 99,580 旅費立替分 

    12月21日 400,000 月固定給 
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別紙１０－１ 

審査請求人 乙 

平成１５年から平成１７年までの日本又は外国における入出国の状況 

国内における滞在日数等 パスポートによる入出国記録 

入国した国 出国した国  国内から 

の出国日 

国内への 

入国日 

国内におけ 

る滞在日数 入国日 出国日 

入国から出 

国までの日数 

 平成15年6月15日  
モルディブ 

平成15年6月4日 
155日 

平成15年9月3日  

81日 

シンガポール 

平成15年6月14日

シンガポール 

平成15年6月15日 
2日 

 平成15年9月7日 
中華民国 

平成15年9月3日

中華民国 

平成15年9月7日 
5日 

シンガポール 

平成15年10月6日

シンガポール 

平成15年10月11日 
6日 

平

成

15

年

分 

平成15年10月5日  

29日 

モルディブ 

平成15年10月19日
 74日 

 
モルディブ 

平成16年10月11日 
285日 

 平成16年10月23日 

スリランカ 

平成16年10月22日

スリランカ 

平成16年10月22日 
1日 

スリランカ 

平成16年11月22日

スリランカ 

平成16年11月23日 
2日 

平

成

16

年

分 

平成16年11月22日  

31日 

モルディブ 

平成16年11月28日
 34日 

 平成17年10月6日  
モルディブ 

平成17年8月17日 
229日 

平

成

17

年

分 
平成17年11月5日  

31日 

スリランカ 

平成17年10月5日

スリランカ 

平成17年10月6日 
2日 

（注）１ モルディブ共和国領海内での操業には、入出国手続きを前提とした漁業権取得が必要なため、同国にお

ける入国から出国までの日数は、モルディブ共和国の領海内の船舶操業期間が含まれている。 

２ 滞在日数は、出国日及び入国日を含む日数である。 
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別紙１０－２ 

別紙２ 

◎原告乙の乗船契約・入出国等の状況 
 

 
 

乗船契約 
乗船

期間 

日本への入出国 
積算

期間 

家庭送金以外の入金 摘要（根拠・証拠等） 

H8(1996).6.1   乗船契約書 甲B第4号証の1 

  

  

  

  

  

  

  

  

(約36ヶ月) 

(延長短縮可能) 
  

  

H11(1999).5.31   乗船契約書 甲B第4号証の1 

 

約
３
年
５
か
月 

 

 

   

乙共第9号証資料①(4･5枚目) 
H11(1999).11.2   乗船契約書 

乙B第12号証 

出国 不明   

＜第１次航海＞   

入国 不明   

   

出国 H13(2001).3.6 入手国履歴一覧表 甲B第2号証の1資料(2枚目) 

＜第２次航海＞ 

 

  

入国 H14(2002).3.17 入手国履歴一覧表 甲B第2号証の1資料(3枚目) 

   

(約36ヶ月) 

(延長短縮可能) 

出国 H14(2002).4.16 

 

入手国履歴一覧表 甲B第2号証の1資料(3枚目) 

乙共第9号証資料①(4･5枚目) 
H14(2002).11.1 ＜第３次航海＞ 

15
か
月 

 乗船契約書 
乙B第12号証 

入手国履歴一覧表 甲B第2号証の1資料(4枚目) 
入国 H15(2003).6.15  

裁決書 甲B第3号証の13別表2(11ページ)

給料精算金 乙B第14号証 
 

約
３
年
８
か
月 

 H15(2003).6.15 \1,308,079
[原告乙は「ふかひれなどの副収入金」と主張] 

H15(2003).7.1(仮定)   直前入国の翌月と仮定 

H15(2003).8.14 \4,495,502

H15(2003).8.18 \4,496,250 

H15(2003).8.20 \4,181,156

漁業奨励金(乙B第9号証の1･2、同第10号証、同第11号証)

[原告乙は「会社からの借入金」と主張] 

入手国履歴一覧表 甲B第2号証の1資料(4枚目) 
出国 H15(2003).9.3 

裁決書 甲B第3号証の13別表2(11ページ)

   

入手国履歴一覧表 甲B第2号証の1資料(4枚目) 
入国 H15(2003).9.7 

裁決書 甲B第3号証の13別表2(11ページ)

   

入手国履歴一覧表 甲B第2号証の1資料(4枚目) 
出国 H15(2003).10.5 

裁決書 甲B第3号証の13別表2(11ページ)

＜第１次航海＞ 

16
か
月 

  

入手国履歴一覧表 甲B第2号証の1資料(5枚目) 
入国 H16(2004).10.23 

 

裁決書 甲B第3号証の13別表2(11ページ)

給料精算金 乙B第13号証 
 H16(2004).10.27 \1,051,527

[原告乙は「ふかひれなどの副収入金」と主張] 

入手国履歴一覧表 甲B第2号証の1資料(5枚目) 
出国 H16(2004).11.22 

裁決書 甲B第3号証の13別表2(11ページ)

＜第２次航海＞ 

12
か
月 

  

入手国履歴一覧表 甲B第2再証の1資料(6枚目) 
入国 H17(2005).10.6 

 

裁決書 甲B第3号証の13別表2(11ページ)

給料精算金 乙B第15号証 
 H17(2005).10.6 \978,550

[原告乙は「ふかひれなどの副収入金」と主張] 

入手国履歴一覧表 甲B第2号証の1資料(6枚目) 

 

出国 H17(2005).11.5  
裁決書 甲B第3号証の13別表2(11ページ)

H18(2006).3.30(仮定) ＜第３次航海＞ 

９
か
月 

 契約期間を36ヶ月と仮定 

入国 H18(2006).7.13  入手国履歴一覧表 甲B第2号証の1資料(7枚目) 
 

約
３
年
１
か
月 

  H18(2006).7.13 \587,265 給料精算金 甲B第10号証 

H18(2006).8.1(仮定)  直前入国の翌月と仮定 

  出国 H18(2006).8.10 

 

H18(2006).9.27 \329,125 入手国履歴一覧表 甲B第2号証の1資料(7枚目) 

（注）「日本への入出国」欄の「乗船期間」は、乗船契約及び入出国に基づく実際の乗船期間を表し、「積算期間」は、毎月天引きされている留保金の

積算対象期間を表す。 
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別紙１１－１ 

課税一覧表（原告乙） 

  平成１５年分 平成１６年分 平成１７年分 

給与所得の金額 1 19,042,796 6,549,275 6,536,139

給与収入額  21,834,523 8,610,306 8,595,710

給与所得控除  2,791,727 2,061,031 2,059,571

総
所
得
金
額
の
内
訳 雑所得の金額 2 1,918,149 1,906,623 1,904,322

総所得金額（１＋２＋３） 6 20,960,945 8,455,898 8,440,461

医療費控除 9 82,280 － 239,609

社会保険料控除 10 306,200 318,100 400,260

生命保険、損害保険料控除 11 53,000 52,266 53,000

配偶者控除 12 380,000 380,000 380,000

配偶者特別控除 13 － － －

扶養控除 15 － － 380,000

所
得
金
額
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額 

基礎控除 16 380,000 380,000 380,000

所得控除額の計（9～16の計） 18 1,201,480 1,130,366 1,832,869

 課税総所得金額 19 19,759,000 7,325,000 6,607,000

 算出税額 25 4,820,830 1,135,000 991,400

 配当控除額 外国税額控除額 30 － － －

 差引所得税額 （25－30） 31 4,820,830 1,135,000 991,400

 定率減税額 33 250,000 227,000 198,280

 源泉徴収税額 34 58,646 57,724 88,740

 申告納税額 （31－33－34） 35 4,512,100 850,200 704,300

 予定納税額 
36 

37 
 

納付すべき税額 38 4,512,100 850,200 704,300
確定 

納税額 
還付金の額に相当する税額 39  
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別紙１１－２ 

過少申告加算税一覧表（原告乙） 

 平成１５年分 平成１６年分 平成１７年分 

区分  賦課決定額 賦課決定額 賦課決定額 

加算税の対象となる税額 ① 4,282,900 845,900 638,900

 ②  

 ③  

 ④  

 ⑤  

累
積
増
差
税
額 

 ⑥  

①から⑥の計 ⑦ 4,282,900 845,900 638,900

平成１６年３月１５日の確定

申告 
⑧ △32,086 4,300 △83,460

外国税額控除額 ⑨  

源泉徴収税額 ⑩ 58,646 57,724 88,740

予納税額 ⑪  

災害減免額 ⑫  

期
限
内
申
告
税
額 

⑧から⑫の計 ⑬ 26,560 62,024 5,280

⑬の金額と５０万円とでいずれか

多い方の金額 
⑭ 500,000 500,000 500,000

①の金額と「⑦－⑭」の金額との

いずれか少ない方の金額 
⑮ 3,782,900 345,900 138,900

重加算税の対象となる税額 ⑯  

加算税の基礎となる税額（①

－⑯）（１万円未満の端数切

り捨て） 

⑰ 4,280,000 840,000 630,000

加算税の割合 ⑱ 10% 10% 10%

通
常
分 

加算税の税額（⑰×⑱） ⑲ 428,000 84,000 63,000

加算税の基礎となる税額 

（⑮－⑯）（１万円未満の端

数切り捨て） 

⑳ 3,780,000 340,000 130,000

加算税の割合 あ 5% 5% 5%

加
重
分 

加算税の額（⑳×あ） ぃ 189,000 17,000 6,500

過少申告加算税の額（⑲＋ぃ） い 617,000 101,000 69,500
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更 正 決 定 

原告         甲 

原告         乙 

被告         国 

 上記当事者間の当裁判所平成●●年（○○）第●●号、同第●●号所得税決定処分等取消請求事件

について、平成２２年７月６日に当裁判所が言い渡した判決に明白な誤りがあったので、職権により、

次のとおり決定する。 

 

主 文 

 上記判決中、 

 「口頭弁論終結日 平成２２年４月２０日」 

とあるのを、 

 「口頭弁論終結日 平成２２年４月２７日」 

と、 

 「第２ 事案の概要等」第１項中、本文１行目に、 

 「Ａ有限公司」 

とあるのを、 

 「Ａ有限公司」 

と、 

 「第３ 当裁判所の判断」第２項(3)イの１行目に、 

 「別表８－１」 

とあるのを、 

 「別紙８－１」 

と、 

 「第３ 当裁判所の判断」第３項(6)アの１２行目に、 

 「別紙８－２」 

とあるのを、 

 「別紙１１－２」 

と、それぞれ更正する。 

 

平成２２年７月１６日 

仙台地方裁判所第１民事部 

裁判長裁判官 足立 謙三 

   裁判官 大谷 太 

   裁判官 市野井 哲也 


